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（重点事項）

１．子ども手当について

○ 子ども手当については、「平成２２年度予算における子ども手当等の取扱いに

ついて」（平成２１年１２月２３日４大臣合意）に基づき、平成２２年度政府予算案

に所要額を計上しており、平成２２年度分の支給のための所要の法律案を平成

２２年通常国会に提出することとしている。

（１）子ども手当の概要

次世代の社会を担う子ども１人ひとりの育ちを社会全体で応援する観点か

ら、中学校修了までの児童を対象に、一人につき月額13,000円を支給する。

・所得制限は設けない。

・支給事務の主体は市区町村（公務員については所属庁）。

・支払月は６月、１０月、２月。

・子ども手当の一部として、児童手当法に基づく児童手当を支給する仕組

みとし、児童手当分については、児童手当法の規定に基づき、国、地方、

事業主が費用を負担し、それ以外の費用については、全額を国庫が負担。（公

務員については、全額を所属庁から支給）

※児童育成事業については、引き続き、事業主拠出金を原資に実施。

※子ども手当を市町村に寄附できる仕組みを検討中。

（２）平成２２年度予算案について

○給付費：２兆２，５５４億円（１０か月分）

（国庫負担金：１兆４，５５６億円）

○事務費：１６６億円

※子ども手当の実施にあたって地方公共団体の負担が実質的に増大しないよう、別

途、「子ども手当及び児童手当地方特例交付金(仮称)」(２，３３７億円）を措置。

※子ども手当の円滑な実施を図るため、市町村のシステム経費（１２３億円）につ

いて平成21年度二次補正予算案に計上。

（３）法案について

平成２２年度分の子ども手当の支給のための所要の法律案を平成２２年通常

国会に提出予定。（平成22年4月1日施行予定）

※平成２３年度における子ども手当の支給については、平成２３年度予算編成過程にお

いて改めて検討し、その結果に基づいて平成２３年度以降の支給のための所要の法律案

を平成２３年通常国会に提出。
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○ 子ども手当の円滑な実施を図るためには、都道府県、市町村のご協力

が不可欠であり、何卒、よろしくご協力をお願いしたい。

○ 子ども手当の円滑な実施を図るため、市町村のシステム経費（１２３

億円）について平成２１年度第二次補正予算案に計上しているところで

あり、ご活用をお願いしたい。

○ また、子ども手当の実施に当たっては、支給対象者増への対応が課題

であると考えており、申請者の手続きの簡素化を図るとともに、市町村

の事務負担の軽減を図るため、既児童手当受給者の認定請求の免除や、

認定請求の猶予期間を設ける等の経過措置を置くこととしている。

○ 厚生労働省としては、子ども手当の円滑な実施を図るため、必要な情

報提供や周知広報に努めていくこととしており、都道府県、市町村にお

かれても、ご理解、ご協力をお願いしたい。

２．父子家庭への児童扶養手当の支給について

ひとり親家庭に対する自立を支援するため、父子家庭の父に児童扶養手

当の支給対象を拡大する。

所要の法律案については、平成２２年通常国会に提出する予定である。

（施行日は平成２２年８月１日）

児童扶養手当は、４月、８月、１２月を支払期月としており、支払月の

前月分までの手当を支給している。父子家庭への支給は平成２２年８月施

行を予定しているため、平成２２年度は、１２月に８月から１１月までの

４ヶ月分を支払うこととなる。

３．明日の安心と成長のための緊急経済対策について

○ 待機児童解消への取組

平成２１年１２月８日に閣議決定した「明日の安心と成長のための緊

急経済対策」（以下「緊急経済対策」という）において、待機児童解消へ

の取組として、地域の余裕スペースの活用等による認可保育所の分園等

設置の促進、家庭的保育の拡充により、待機児童の大半を占める低年齢

児の良質な保育を拡充することとし、平成２１年度第２次補正予算案に

おいて安心こども基金に２００億円の積み増しを行い、地域の余裕スペ
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ース（学校、公営住宅、公民館等）を活用した小規模な認可保育所の分

園等の設置促進を図ることとしているので、より一層積極的な取組をお

願いしたい。

○ 母子家庭等の在宅就業支援

緊急経済対策において、「仕事と家庭の両立を図りやすい働き方とし

て、母子家庭等の「在宅就業」の拡大を図るための自治体の取組をさら

に推進する」こととされた。

これをうけて、安心こども基金を活用した「ひとり親家庭等の在宅就

業支援事業」について、従来の国による審査分事業だけでなく、都道府

県において審査・採択をできる枠組み（都道府県審査分）を設けること

としたところである。

本事業は、「これからの社会のセーフティーネット」、「活力ある社会へ

の貢献」、「地域づくり・地域再生への貢献」にも資するものであり、商

工関係部局等とも連携の上、より多くの自治体においてひとり親家庭の

在宅就業の推進が図られるよう積極的な取組をお願いしたい。

また、都道府県においては、管内市等に対しての周知とともに、事業

計画の審査等をお願いしたい。

○ 「育児・介護休業トラブル防止指導員」の設置について

昨今の経済情勢の急速な悪化に伴い、雇用失業情勢が厳しさを増して

いる中で育児休業等の申出又は取得を理由とする解雇等不利益取扱いに

関する法違反事案や紛争の増加が懸念されるところである。

そのため、平成２１年度第２次補正予算案において、いわゆる「育休

切り」等のトラブルを防止するための周知・指導や、個別の事案に関す

る相談対応を担当する「育児・介護休業トラブル防止指導員」の設置（都

道府県労働局雇用均等室）を盛り込んだところである。

○ 幼保一体化を含めた保育分野の制度・規制改革について

（ﾌﾟﾚｾﾞﾝ資料P.10参照）

緊急経済対策において、「幼保一体化を含め、新たな次世代育成支援の

ための包括的・一元的な制度の構築を進める」とされた。

新たな制度に関しては、主担当となる閣僚を定め、「平成２２年前半を

目途に基本的な方向を固め、平成２３年通常国会までに所要の法案を提

出」するとされたところである。

具体的には、利用者本位の保育制度に向けた抜本的な改革として、利

用者と事業者の間の公的保育契約の導入、保育に欠ける要件の見直し、
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利用補助方式への転換の方向などを実現することとしている。

また、イコールフッティングによる参入促進を図るため、客観的な指

定制度の導入を検討するとともに、施設整備補助の在り方、運営費の使

途範囲・会計基準等の見直しについても、制度設計の中で検討していく

こととしている。

さらに、この新たな制度における新たな給付体系の検討等とあわせ、

認定こども園制度の在り方など幼児教育、保育の総合的な提供（幼保一

体化）の在り方についても検討を行い、結論を得ることとしている。

４．地方分権改革（保育所の基準関係）について
保育所の最低基準については、地方分権改革推進委員会の「第３次勧告」

を受けて、閣議決定された地方分権改革推進計画においては、保育の質等

に深刻な悪影響が生じかねない保育士の配置基準、居室面積基準などに限

って、都道府県等が条例で定めることとなる基準は、国の基準に従わなけ

ればならないとした。ただし、居室の面積基準については、待機児童が多

く、地価が高い等の状況に着目し、東京等の一定の地域に限り、待機児童

解消までの一時的な措置として、国の基準を「標準」として条例で定める

こととなった。

各地方公共団体においては、今後、それぞれの条例により、適切な基準

を定め、引き続き保育の「質」が確保されるよう、適切な措置を講じてい

ただくこととなるので、留意されたい。

なお、所要の法案を平成２２年通常国会に提出する予定である。
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（予 算 案 概 要）
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平成２２年度 雇用均等・児童家庭局 

予 算 案 の 概 要 
 

 
 
 
 

 次代の社会を担う子ども一人ひとりの育ちを社会全体で応援するため、子育て

に係る経済的負担の軽減や安心して子育てができる環境整備のための施策など、

総合的な少子化対策を推進する。 

 また、働き方の見直しによる仕事と生活の調和の実現に向け、育児･介護休業制

度の拡充や企業の取組に対する支援など、育児･介護期における仕事と家庭の両立

支援対策を推進する。 

 さらに、男女雇用機会均等の更なる推進やパートタイム労働者の均衡待遇確保

などにより、公正かつ多様な働き方の実現を図る。 

 

 
《主要事項》 
 
   
１ 子ども手当の創設 

２ ひとり親家庭への自立支援策の充実 

３ 待機児童の解消等の保育サービスの充実 

４ すべての子育て家庭に対する地域子育て支援対策の充実 

５ 出産の経済的負担の軽減 

６ 児童虐待への対応など要保護児童対策等の充実 

７ 母子保健医療対策の充実 

８ 仕事と家庭の両立支援 
 

 

 

 

 

１ 女性の職業キャリア継続が可能となる環境づくりの推進 

２ 育児休業等を理由とする解雇等不利益取扱いへの対応の強化（再掲） 

３ パートタイム労働者の正社員との均衡待遇の確保と正社員転換の推進 

４ 多様な働き方に対する支援の充実 

安安心心ししてて子子育育ててででききるる環環境境のの整整備備ななどど総総合合的的なな次次世世代代育育成成支支援援  

対対策策のの推推進進、、仕仕事事とと生生活活のの調調和和とと公公正正かかつつ多多様様なな働働きき方方のの実実現現  

安安心心ししてて子子育育ててででききるる環環境境のの整整備備ななどど総総合合的的なな次次世世代代育育成成支支援援対対策策のの推推進進 

安安定定ししたた雇雇用用・・生生活活のの実実現現とと安安心心・・納納得得ししてて働働くくここととののででききるる環環境境整整備備 

－9－



 

○予算案額の状況 
 

 ２１年度予算額 ２２年度予算案額 伸び率 

 
 
局 合 計 
 
 

一般会計 

 

 

特別会計 

 
 

年金特別会計 

  児童手当勘定 

うち児童育成事業費 

 

 

労働保険特別会計 

労災勘定 

雇用勘定 

 

 

９，８１５億円

 

 

９，１０５億円

 

 

７１１億円

 

 

     

５６０億円

 

 

１５１億円

８億円

１４３億円

 

 

２２，８６１億円 

 

 

２１，９６０億円 

 

 

９０２億円 

 

 

 

 

７６４億円 

 

 

１３７億円 

６億円 

１３１億円 

１３２．９％

１４１．２％

２６．９％

３６．４％

▲８．７％

▲１７．６％

▲８．２％

※ 数値は端数処理の関係上一致しないものがある。 
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１ 子ども手当の創設（国庫負担金） 

《１兆４，７２２億２８百万円》 

うち、給付費：１兆４５５５億９４百万円 

（１０か月分を計上） 

 事務費：    １６６億３４百万円 

 
子ども手当に関しては、以下の方針に沿って、所要額を平成２２年度予算に計上すると

ともに、平成２２年度分の支給のための所要の法律案を平成２２年通常国会に提出する。 

 

    ① 中学校修了までの児童を対象に、１人につき月額１３，０００円を支給する。 

    ② 所得制限は設けない。 

    ③ 子ども手当の一部として、児童手当法に基づく児童手当を支給する仕組みとし、児 

     童手当分については、児童手当法の規定に基づき、国、地方、事業主が費用を負担 

     する。 

    ④ ③以外の費用については、全額を国庫が負担する。 

 
    注 1 公務員については、所属庁から支給する。（国家公務員分の給付費 425 億円は上記の 

1 兆 4,722 億円には含まれない。その額を含めると国の給付費負担金は 1 兆 4,980 億円。） 

    注 2 給付費総額は 2 兆 2,554 億円である。 

注 3 現行の児童育成事業については、引き続き、事業主拠出金を原資に実施する。 

    注 4 平成２３年度における子ども手当の支給については、平成２３年度予算編成過程において 

      改めて検討し、その結果に基づいて平成２３年度以降の支給のための所要の法律案を平成 

      ２３年通常国会に提出する。 

 

 ［参考］別紙「平成 22 年予算における子ども手当等の取扱いについて」 

 

 

 

 

 

 

 

２ ひとり親家庭への自立支援策の充実 

《１６９，３３５百万円→１７６，４３２百万円》 
 

（１）父子家庭への児童扶養手当の支給               ４，９５６百万円 

ひとり親家庭への自立支援策の拡充を図るため、これまで支給対象となっていなかった

父子家庭にも児童扶養手当を支給する。（平成２２年８月施行、１２月支払い。） 

 

安安心心ししてて子子育育ててででききるる環環境境のの整整備備ななどど総総合合的的なな次次世世代代育育成成支支援援対対策策のの推推進進

○子ども手当の円滑な実施（システム経費） 

子ども手当の円滑な実施を図るため、平成21年度第2次補正予算案（123億円）に

おいて、その準備のための市町村（特別区を含む）における臨時的な経費となるシス

テム経費につき、奨励的な助成を行う。                           
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   ・手当額（月額） 

     児童１人の場合      全部支給  ４１，７２０円 

                     一部支給  ４１，７１０円～９，８５０円（所得に応じ） 

     児童２人以上の加算額  ２人目           ５，０００円 

                      ３人目以降１人につき ３，０００円 

 

（２）母子家庭等の総合的な自立支援の推進            ３，５５５百万円 

 ①自立のための就業支援等の推進                          ３，４７４百万円 

母子家庭の母の就業支援等を推進するため、看護師等経済的自立に効果的な資格を

取得するために養成機関において修業する間の生活費の支給などを行う事業（高等技能

訓練促進費等事業）や個々の母子家庭の状況・ニーズに応じた自立支援プログラムを策

定する事業などの推進を図る。また、父子家庭等に対する相談支援体制の充実強化を図

る。 

 

 ②養育費確保の推進                                     ６２百万円 

養育費相談支援センターにおいて、養育費の取決め等に関する困難事例への対応

や、養育費相談にあたる人材養成のための研修等を行うことにより、母子家庭等の自立

の支援を図る。 

 

（３）自立を促進するための経済的支援（一部再掲） 

 １，７２９億円（１，６６５億円） 

母子家庭等の自立を促進するため、児童扶養手当の支給を行うとともに、母子寡婦福

祉貸付金において、母子家庭の母が高等学校等に通学する際に必要となる費用に対す

る貸付（自宅通学の場合月額 4 万 5 千円）を行う等の充実を図る。 

児童扶養手当については、父子家庭にも支給を拡大する。 

    

 

３ 待機児童の解消等の保育サービスの充実 

《３７７，８０５百万円→４１５，５２２百万円》 
          

（１）  待機児童解消策の推進など保育サービスの充実   

３８８，１０２百万円      

待機児童解消のための保育所整備等の推進に対応した、民間保育所における受入

れ児童数の増を図り、また、家庭的保育など保育サービスの提供手段の拡充を図り、延

長保育、病児・病後児保育、休日保育など保護者の多様なニーズに応じた保育サービス

を充実することにより、「子ども・子育てビジョン（仮称）（平成 22 年 1 月策定予定）」の実現

を推進する。 
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＜主な充実内容＞ 

 民間保育所運営費 50,000 人増、家庭的保育 5,000 人増、病児・病後児保育 436 

か所増など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）総合的な放課後児童対策（「放課後子どもプラン」）の着実な推進 

２７４億２０百万円（２３４億５３百万円） 

 

放課後児童クラブと文部科学省が実施する「放課後子ども教室推進事業」を一体的ある

いは連携して実施する「放課後子どもプラン」の着実な推進を図る。 

また、放課後児童クラブについては、クラブを利用できなかった児童の解消を図るため

の受け入れ児童数の増加等に必要なソフト面及びハード面での支援措置を図る（24,153

か所→24,872か所）。 

さらに、放課後児童クラブガイドラインを踏まえ、望ましい人数規模のクラブへの移行を

促進するため、補助単価を増額する。（例：児童数が40人の場合、１クラブ当たりの補助単

価：2,426千円→3,026千円） 

 

 

４ すべての子育て家庭に対する地域子育て支援対策の充実 

《４４，６６０百万円→４１，４５９百万円》 

 

地域における子育て支援拠点や一時預かり等について、身近な場所への設置を促進

する。 

また、すべての子育て家庭を対象とした様々な子育て支援事業について、「子ども・子

育てビジョン（仮称）（平成２２年１月策定予定）」の実現を推進するとともに、子育て支援に

関する情報ネットワークの構築（携帯サイト）、子どもを守る地域ネットワークの機能強化、

子どもの事故の予防強化に取り組む。 

 

 

 

○保育所の待機児童解消 

平成２１年度第２次補正予算案（２００億円）において、安心こども基金の積み増

しを行い、待機児童解消のために、地域の余裕スペース（学校、公営住宅、公民館

等）を活用して、 

ａ．小規模な認可保育所の分園等を設置する場合（賃貸物件を含む） 

ｂ．家庭的保育の実施場所を設置する場合（賃貸物件を含む） 

の改修費等について、一定の条件に基づき、補助基準額及び補助率の引き上

げを行う。                    
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５ 児童虐待への対応など要保護児童対策等の充実 

《９２，６２４百万円→９４，７０６百万円》 

 

（１）虐待を受けた子ども等への支援の強化             ８９，０８７百万円 

  

①地域における体制整備 

乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業）及び養育支援訪問事業の普及・推

進を図るとともに、「子どもを守る地域ネットワーク」（要保護児童対策地域協議会）におい

て新たに情報の共有化を図るなどの機能強化を図る。 

 

 ②児童相談所の機能強化 

児童相談所において、新たに親子での宿泊方式の訓練の実施や親族も含めた援助方

針会議の実施など家族再統合への取組を進めるとともに、一時保護所の整備を促進す

る。 

  

③社会的養護体制の拡充                             ８３，７７９百万円 

虐待を受けた児童など要保護児童が入所する児童養護施設等においては、児童の状

況に応じた適切なケアが必要であることから、施設におけるケア単位の小規模化を推進す

るため、小規模グループケアの実施か所数の増（645 か所→703 か所）を図るとともに、管

理宿直を行う非常勤職員を配置するなど社会的養護体制の拡充を図る。 

 

（２）配偶者からの暴力（ＤＶ）防止                   ５，６１９百万円 

配偶者からの暴力への対策を推進するとともに、人身取引被害者の支援体制を強化す

るため、婦人保護施設における通訳及びケースワーカー（外国人専門生活支援者）の経

費や医療費を計上し、機能の充実を図る。 

 

 

６ 母子保健医療対策の充実       《１９，３０１百万円→２３，０５８百万円》 

 

（１）不妊治療等への支援                        ８，０９３百万円 

不妊治療の経済的負担の軽減を図るため、医療保険が適用されず、高額の医療費が

かかる配偶者間の不妊治療に要する費用の一部を助成する（１回あたり１５万円を年２回ま

で）などの支援を行う。 

 

（２）小児の慢性疾患等への支援                  １４，７３３百万円 

小児期における小児がんなどの特定な疾患の治療の確立と普及を図るため、小児慢性

特定疾患治療研究事業を行う。また、未熟児の養育医療費の給付等を実施する。 
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７ 仕事と家庭の両立支援           《９，９６９百万円→９，７８０百万円》 

 

（１）改正育児・介護休業法の円滑な施行               ４，８６１百万円 

改正育児・介護休業法の円滑な施行のため、改正内容の周知徹底を図るとともに、短

時間勤務制度を定着促進するための支援を行うことにより、継続就業しながら育児・介護

ができる環境を整備する。 

 

（２）男性の育児休業の取得促進                       ３０百万円 
父親も子育てができる働き方の実現に向けて、父母がともに育児休業を取得する場合、

育児休業取得可能期間を延長（1 歳 2 ヶ月）する制度（パパ・ママ育休プラス）等の導入を

内容とする育児・介護休業法の改正の周知徹底等により、男性の育児休業取得を促進す

る。 

 

（３）育児休業等を理由とする解雇等不利益取扱いへの対応の強化 

   ４０７百万円 

育児休業の取得等を理由とする解雇、退職勧奨等不利益取扱いが増加していることか

ら、労使からの相談対応、企業への適正な制度運用に関する指導等を行う体制を整備す

ることにより、育児休業等を理由とする解雇、退職勧奨等の不利益取扱いへの対応を強化

する（育児・介護休業トラブル防止指導員の設置等）。 

 

 

 

 

 

 

 

（４）事業所内保育施設に対する支援の推進             ３，９２１百万円 

事業所内保育施設設置・運営等助成金について、事業所内保育施設を設置、運営す

る中小企業に対する助成率の引上げ（１／２→２／３）を引き続き実施する。 

 

（５）中小企業における次世代育成支援対策の推進          ５６０百万円 

「中小企業一般事業主行動計画策定推進２か年集中プラン」の実施により、中小企業に

おける次世代育成支援対策を推進する。 

 

 

 

 

 

○「育児・介護休業トラブル防止指導員」の設置 

 平成２１年度第２次補正予算案（２８百万円）において、いわゆる「育休切り」等の 

トラブルを防止するための周知・指導や、個別の事案に関する相談対応を担当する 

「育児・介護休業トラブル防止指導員」（新規）を設置する（都道府県労働局雇用均等 

室に計４７名）。 
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１ 女性の職業キャリア継続が可能となる環境づくりの推進 

《８５３百万円→６９５百万円》 

 

（１）職場における男女雇用機会均等の推進               ４３０百万円 

男女雇用機会均等法の履行確保のため、厳正的確な指導を行うとともに、迅速な紛争

解決の援助を実施する。 

 

（２）ポジティブ・アクションの取組の推進                 ２６５百万円 

男女雇用機会均等法の履行確保とともに、男女労働者の格差の解消をめざした企業の

積極的かつ自主的な取組（ポジティブ・アクション）を進めるため、その周知と取組のノウハ

ウを提供する。 

 

２ 育児休業等を理由とする解雇等不利益取扱いへの対応の強化（再掲） 

 

 

３ パートタイム労働者の正社員との均衡待遇の確保と正社員転換の推進 

《１，６２２百万円→１，３８０百万円》 

 

パートタイム労働者の正社員との均衡待遇の確保、正社員転換の実現を図るため、パ

ートタイム労働法に基づく的確な指導等を実施するとともに、専門家（均衡待遇・正社員化

推進プランナー（１４１名)）による相談・援助や雇用管理改善を行う事業主に対する助成金

（４０万円～６０万円（大企業３０万円～５０万円））の支給等により、その取組を支援する。 

 

 

４ 多様な働き方に対する支援の充実        《２１２百万円→２１０百万円》 

  

（１）短時間正社員制度の導入・定着の促進               １４７百万円 
短時間でも正社員としての安定した働き方である短時間正社員制度の導入・定着

を促進するため、導入企業の具体的事例等に基づくノウハウの提供等を行うととも

に、特に制度の定着を支援するため、本制度を運用する事業主に対する助成措置の

拡充（制度利用者２人目～１０人目まで：１５万円→２０万円（大企業１０万円→

１５万円））を図る。 

 

（２）良好な在宅就業環境の確保                       ６３百万円 
専門家及び相談員による在宅就業に関する相談対応や、セミナーの開催を通じた在宅

就業者のスキルアップ支援を行うとともに、在宅就業を仲介する機関による安定的な仕事

の確保の支援等により、適正な在宅就業環境の整備を図る。 

安安定定ししたた雇雇用用・・生生活活のの実実現現とと安安心心・・納納得得ししてて働働くくここととののででききるる環環境境整整備備 
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平成 22 年度予算における子ども手当等の取扱いについて 

 

 標記について、以下のとおり合意する。 

 

１．子ども手当に関しては、以下の方針に沿って、所要額を平成 22 年度

予算に計上するとともに、平成 22 年度分の支給のための所要の法律

案を次期通常国会に提出する。 

 

（１）中学校修了までの児童を対象に、１人につき月額13,000円を支給

する。 

 

（２）所得制限は設けない。 

 

（３）子ども手当の一部として、児童手当法に基づく児童手当を支給す

る仕組みとし、児童手当分については、児童手当法の規定に基づき、

国、地方、事業主が費用を負担する。 

 

（４）（３）以外の費用については、全額を国庫が負担する。 

 

（５）公務員については、所属庁から支給する。 

 

（６）現行の児童育成事業については、引き続き、事業主拠出金を原資

に実施する。 

 

２．平成 23 年度における子ども手当の支給については、平成 23 年度予

算編成過程において改めて検討し、その結果に基づいて平成 23 年度

以降の支給のための所要の法律案を平成 23 年通常国会に提出す

る。 

別  紙 
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３．子ども手当については、国負担を基本として施行するが、所得税・住

民税の扶養控除の廃止及び特定扶養控除の縮減に伴う地方財政の増

収分については、最終的には子ども手当の財源として活用することが、

国民に負担増をお願いする趣旨に合致する。また、児童手当の地方負

担分についても、国、地方の負担調整を図る必要がある。 

 

４． ３．の趣旨及び平成２２年度予算における取扱いも踏まえ、所得税・

住民税の扶養控除の廃止及び特定扶養控除の縮減に伴う増収分が最

終的に子ども手当の財源に充当され、児童手当の地方負担分の適切

な負担調整が行われるとともに、平成２１年１２月８日の閣議決定に基づ

いて設置される「検討の場」において、幼保一体化等を含む新たな次

世代育成支援対策の検討を進めることと併せて、「地域主権」を進める

観点から、「地域主権戦略会議」において補助金の一括交付金化や地

方が主体的に実施するサービス給付等に係る国と地方の役割分担、経

費負担のあり方の議論を行い、その見直しについて検討を行う。これら

の検討については、平成２３年度予算編成過程において結論を得て、

順次、必要な措置を講ずるものとする。 

 

平成２１年１２月２３日 

    

国家戦略担当・内閣府特命担当大臣 

 

 

   総 務 大 臣 

 

 

   財 務 大 臣 

 

 

   厚生労働大臣 
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（連 絡 事 項）
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（連絡事項）

１．子ども手当について

（１）子ども手当交付金の算定等について

① 子ども手当については、その一部として、児童手当法に基づく児童手

当を支給する仕組みとし、児童手当分については、児童手当法の規定に

基づき、国、地方、事業主が費用を負担し、それ以外の費用については、

全額国庫負担としている。

※ 子ども手当については、所得制限を設けないため、特例給付や所得制限超に係る

者については、児童手当（又は小学校修了前特例給付）の費用負担割合を適用。

これに伴う地方負担の増については、地方公共団体の実質的な負担とならないよ

う、別途、新たに地方特例交付金により措置。（地方特例交付金については、上記

のほか、地方公務員分の増分等を含め、2,337億円。）

【0歳～3歳未満】

【3歳～小学校修了前】

【中学生】

1万3千円

国
10/10

1万円

1万円

（被用者）

5千円又は1万円

事業主
7/10

国
1/10

地方
2/10

国
10/10

国
10/10

国
1/3

地方
2/3

3千円

3千円

国
1/3

地方
2/3

国
10/10

8千円又は3千円

児童手当 子ども手当

児童手当 子ども手当

児童手当
子ども手当

子ども手当

所得制限額

所得制限額

所得制限額

（非被用者）
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② 市町村における子ども手当（13,000円）の給付費に占める国、都道府

県、市町村のそれぞれの費用負担の割合を児童手当分を含めて計算する

と、下表のとおりであり、国からの子ども手当交付金は次により算定す

ることとなる。

子ども手当交付金＝各々の支払対象児童数×月額（13,000円）×支払月数（１０か月）

×費用負担の割合

支給対象児童 国 都道府県 市町村

（子ども手当交付金）

０歳～３歳未 被用者 11/13 1/13 1/13

満

非被用者 19/39 10/39 10/39

３歳以上～ 第１子・第２ 29/39 5/39 5/39

小学校修了前 子

第３子以降 19/39 10/39 10/39

中学生 10/10 － －

※1 上記とは別に、公務員については所属庁から支給する。

（国家公務員分：425億円、地方公務員分：1,486億円）

※2 地方公務員に係る額の引上げ等に伴い、地方公共団体の負担が実質的に増大しない

よう、別途、「子ども手当及び児童手当地方特例交付金(仮称)」(2,337億円)を措置。

※3 子ども手当の円滑な実施を図るため、システム経費（123億円）を平成21年度二次補

正予算案に前倒し計上。

③ ２２年度予算案においては、別途、児童手当２か月分（平成２２年

２・３月分）として、国庫負担金４１３億円を計上している。

（２）子ども手当事務取扱交付金等について

子ども手当による受給者の増分に係る経常経費や広報などの初度経費

について、平成２２年度予算案において１６６億円を計上。

＜子ども手当事務取扱交付金（市町村分＞

○経常経費９８億円

○初度経費６７億円

＜子ども手当調整事務費補助金（都道府県分）＞

○初度経費０.４億円

※詳細については、追って通知。
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（３）子ども手当システム経費について（平成２１年度第二次補正予算案）

子ども手当の円滑な実施を図るため、市町村のシステム経費（１２３

億円）について平成２１年度第二次補正予算案に計上しているところで

あり、ご活用をお願いしたい。

＜予 算 額＞１２３億円

＜補助対象＞市町村（特別区を含む）

＜補 助 額＞原則人口規模に応じて補助

（４）子ども手当に関する情報提供等について

○ 平成２２年度からの子ども手当の円滑な実施を図るため、１月１８日

に全国児童福祉主管課長会議において、より詳細な資料をお示しする予

定である。子ども手当の実施に当たっては、都道府県、市区町村のご理

解・ご協力が不可欠であり、職員の派遣方、ご配慮をお願いしたい。

○ 厚生労働省においては、法案成立後、制度の実施に向けて周知広報等

に努めていくこととしている。

地方公共団体におかれても、制度の円滑な実施を図るため、法案成立

後、広報や住民への情報提供等について積極的な取組みをお願いしたい。
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２．総合的な母子家庭等自立支援対策の展開について

（１）児童扶養手当について

ひとり親家庭に対する自立を支援するため、父子家庭の父に児童扶養

手当の支給対象を拡大する。

所要の法律案については、平成２２年通常国会に提出する予定である。

（施行日は平成２２年８月１日）

児童扶養手当は、４月、８月、１２月を支払期月としており、支払月

の前月分までの手当を支給している。父子家庭への支給は平成２２年８

月施行を予定しているため、平成２２年度は、１２月に８月から１１月

までの４ヶ月分を支払うこととなる。

また、児童扶養手当額については、「児童扶養手当法」及び「児童扶養

手当法による児童扶養手当の額等の改定の特例に関する法律」に基づき、

年平均の全国消費者物価指数を基に所要の改定がされることとなってい

る。

平成２１年全国消費者物価指数の確定は１月末日頃の予定であるので

改定の有無及び改定となる場合の内容については、確定次第ご連絡する。

（２）母子家庭等自立支援対策について

ア 就業支援施策の推進について

母子家庭の母等に対する就業支援施策については、平成１４年に母子

及び寡婦福祉法等が改正され、平成１５年度から本格的な取り組みを開

始したところであるが、母子家庭の平均年間収入はなお低い水準にあり、

低所得世帯が多くを占めているところである。

就業支援策の取組状況については、全体としては進展しているところ

であるが、事業ごとに見ると未実施の自治体もなお多く、実施自治体の

間でも実施状況に差があるところである。未実施の自治体におかれては

事業の空白地域がなくなるよう早急に事業を開始するとともに、既に事

業を実施している自治体においても一層の積極的な取組を行い、母子家

庭の母の就業の促進が図られるようお願いする。また、都道府県におか

れては、管内に直ちに事業を実施できない市等がある場合には、都道府

県において、当該市等の住民を対象に、一時的な対応として、代行して

事業を実施する等の暫定的な措置についても検討願いたい。

また、就業支援については、ハローワーク等の労働関係機関において
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も様々な施策を実施しており、それらの施策も効果的に活用することが

必要である。そのため、各自治体におかれては、ハローワーク等の労働

関係機関と十分に連携を図り、それらの実施している施策も含め広報等

を行うとともに、各事業の実施に当たってもよく連携し、効果的な実施

に努められたい。

（ア）母子家庭等就業・自立支援センター事業

母子家庭等就業・自立支援センターにおいては、就業相談や情報提

供等の一貫した就業支援サービス等を提供しているところであるが、

母子家庭等のひとり親については、その多くが平日の日中就業してお

り、平日日中のみの開所では、相談等のために来所することが困難で

ある。

これまでも土日等におけるセンターの開所について配慮をお願いし

てきたところであるが、そのような取組を促進するため、平成２２年

度予算案では、平日に加えて土日に開所した場合に、開所日数に応じ

た運営費の加算を行うこととしているので、母子家庭等就業・自立支

援センターの土日開所について積極的な実施をお願いする。

（イ）高等技能訓練促進費等事業

就業経験の少ない母子家庭の母の就業のためには、就業に結びつき

やすい資格を取得することが有効であるが、資格の取得のためには長

期間、養成機関に通うことが必要になることから、その間の生活の不

安や負担を小さくすることが重要である。

こうした生活の不安や負担を減らし、母子家庭の母の資格取得を促

進する観点から、安心こども基金等を活用し、平成２１年６月から高

等技能訓練促進費の拡充を行ったところであり、各自治体におかれて

は、引き続き、必要な予算の確保や、母子家庭の母に対する適切な周

知についてお願いしたい。

（ウ）母子自立支援プログラム策定事業等

様々な事情や課題を抱える母子家庭の母に対して効果的な自立支援

を行うためには、個々の母子家庭の実情に応じたきめ細やかな支援が

重要となるが、母子家庭の母の状況やニーズに応じた自立支援プログ

ラムを策定する母子家庭自立支援プログラム策定事業は、こうした個

別的な支援を行う上で非常に有効な事業である。

そのため、平成１９年１２月に策定した「『福祉から雇用へ』推進５

か年計画」においても、平成２３年度までにプログラム策定件数を
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２万件にする等の目標を設定しているところであり、未実施の自治体に

おかれては、早急に事業の開始をお願いする。

また、母子自立支援プログラム策定事業と関連して、児童扶養手当

受給者等を対象に、ハローワークや福祉事務所等が連携し、自立支援

プログラムを策定する「生活保護受給者等就労支援事業」を実施して

いるところであるので、各自治体におかれては、特段のご配意をお願

いする。

（エ) 子育て女性等に対する就職支援の充実を図るため、平成１８年度よ

り、子ども連れで来所しやすい環境を備え担当者制によるきめ細やか

なマッチング支援を行うマザーズハローワーク等の支援拠点を整備し

てきたところであるが、既存の１４８か所（マザーズハローワーク１

２か所、マザーズサロン３６か所、マザーズコーナー１００か所）に

加え、平成２２年度予算案においては、事業を実施していない地域の

うち、中核市、特例市等で一定数以上の利用者が見込まれる地域に、

新たにマザーズコーナーを１５か所設置することとしているほか、母

子家庭の母等の支援機関への出張相談や託児付きセミナーの開催、都

道府県労働局が自治体等との連携により設置する「子育て女性等就職

支援ネットワーク」の強化等を行うこととしているので、積極的な協

力をお願いする。また、管内市区町村においても同様に御配意をいた

だくよう周知をお願いする。

（オ) 平成２０年度から、母子家庭の母等を含む有期契約労働の雇用管理

の改善のために、中小企業事業主が正社員への転換制度を新たに設け、

実際に適用者が出た場合に、ハローワークから事業主に対して奨励金

を支給する中小企業雇用安定化奨励金制度を実施しているところであ

るが、平成２２年度予算案においては、支給要件の緩和を図るととも

に、支給金額の増額を図ることとしているので、各自治体におかれて

は、ハローワークと連携し、企業や母子家庭の母等に対する周知等を

お願いしたい。

（カ）各自治体やその関連法人等における職員等の雇入れに際しては、当

該求人情報を近隣の母子家庭等就業・自立支援センターに提供してい

ただくなど、母子家庭の母の雇入れの促進に配慮していただきたい。

また、こうした配慮については、福祉部局に限らず、人事担当課等の

協力を得て組織全体で行っていただきたい。
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（キ）母子福祉団体に対しては、平成１６年１１月に施行された「地方自

治法施行令の一部を改正する政令」による随意契約の改正内容等に基

づき、積極的に事業を発注するなど、母子家庭の母の就業の促進につ

いてご協力いただきたい。

イ ひとり親家庭等生活支援事業の充実について

ひとり親は、ひとり親家庭となったその時から、子育てと家計の２重

の負担を抱えることとなり、その生活が大きく変化するとともに、就業

と家事等の日々の生活に追われ、子どもの養育や自身の健康面など様々

な困難に直面することになる。

そのような課題に対応するため、生活支援講習会の開催、個々の家庭

の状況に応じた健康の面のアドバイス、平日夜間・休日における電話相

談などを実施してきたところであるが、父子家庭をはじめとする育児や

家事などの生活面における相談ニーズに対する支援体制の充実のため、

現行の健康支援事業及び土日・夜間電話相談事業を発展的に組み替え、

相談員を配置して、土日も含めた生活相談を実施することとしたので、

各自治体におかれては積極的な取組をお願いする。（都道府県において

は、管内の市町村に対しても十分に周知されたい。）

ウ 母子寡婦福祉貸付金について

（ア）母子家庭の経済的自立のためには、安定した就業の確保が重要であ

り、高等技能訓練促進費による資格取得の促進等の就業支援策の推進

を図っているところであるが、多くの資格については、取得に際して

高等学校の卒業が必要であり、高等学校を卒業していない母子家庭に

とっては非常に厳しい状況にある。

このため、平成２２年度予算案においては、母子家庭の母が高等学

校等に修学する際などに必要となる費用に対する貸付けを実施するこ

ととしている。

また、公立高校に係る就学支度資金の貸付限度額についても、実際

に必要となる金額を考慮し、現行の８万５千円から１６万円に引き上

げることとしているのでご留意いただきたい。

（イ）母子寡婦貸付金については、平成２１年度第１次補正予算において、

貸付利子の引下げ、連帯保証人要件の緩和などを行ったところである

が、経済的自立の助成及び生活意欲の助長を図るという母子寡婦福祉

貸付金の趣旨に照らせば、償還計画の内容等について適正に審査した
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上で貸付けを行うことが当然に重要であることから、各自治体におい

てもその旨ご留意いただきたい。

エ 養育費確保策の推進について

平成１９年度に創設した「養育費相談支援センター」では、母子自立

支援員や母子家庭等就業・自立支援センターの相談員からの養育費に関

する相談に対応しているほか、自治体が行う研修等への講師の派遣等を

実施しているので、積極的にご活用いただきたい。

また、平成２２年度予算案においては、母子家庭等就業・自立支援セ

ンターの養育費専門相談員について、母子家庭の母等が養育費の取り決

め等のために家庭裁判所等を訪れる際の同行支援も実施できることとし

ている。各自治体においては養育費専門相談員の積極的な運用を行うと

ともに、未だに配置されていない自治体におかれては早急に配置してい

ただきたい。
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３．保育対策等について

（１）地方分権改革（保育所の基準関係）について

保育所の最低基準については、昨年１０月７日、地方分権改革推進委

員会より、廃止又は条例委任することを内容とする「第３次勧告」があ

った。これを受けて、昨年１２月１５日に閣議決定された地方分権改革

推進計画においては、保育の質等に深刻な悪影響が生じかねない保育士

の配置基準、居室面積基準、保育の内容、調理室等に限って、国の基準

を「従うべき基準」として、条例はこれに従わなければならないが、そ

の他の事項については「参酌すべき基準」として、基本的には地方自治

体の判断で定められることとなった。ただし、居室の面積基準について

は、待機児童が多く、地価が高い等の状況に着目し、東京等の一定の地

域に限り、待機児童解消までの一時的な措置として、国の基準を「標準」

として、説明責任を果たせばこれと異なる基準を定められることとなっ

た。

各都道府県・政令市・中核市においては、今後、それぞれの条例によ

り、適切な基準を定めていただく必要がある。その際には、引き続き保

育の「質」が確保されるために適切な措置を講じていただくようお願い

する。

なお、法律の改正により措置すべき事項については、必要に応じて一

括して所要の法律案を本年の通常国会に提出する予定としている。

（ﾌﾟﾚｾﾞﾝ資料P.11参照）

（２）緊急経済対策（平成２１年度第２次補正予算案）について

民間保育所の施設整備については、平成２０年度第２次補正予算及び

平成２１年度第１次補正予算により設置した「安心こども基金」におい

てその推進を図っているところである。

平成２１年１２月８日に閣議決定した「明日の安心と成長の緊急経済

対策」において、待機児童解消への取組として、地域の余裕スペースの

活用等による認可保育所の分園等設置の促進、家庭的保育の拡充により、

待機児童の大半を占める低年齢児の良質な保育を拡充することとし、平

成２１年度第２次補正予算案において安心こども基金に２００億円の積

み増しを行い、待機児童解消のために、
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① 地域の余裕スペース（学校、公営住宅、公民館等）を活用して小

規模な認可保育所の分園等を設置する場合（賃貸物件を含む）の施

設整備費、改修費、賃借料

② 家庭的保育の実施場所を設置する場合（賃貸物件を含む）の改修

費、賃借料

について、安心こども基金における国庫補助率の嵩上げ条件に基づく補

助率を適用し、その際、補助基準額の割り増しを行う。

なお、上記の措置に伴い、従来の安心こども基金における「小学校内

等の教材等の保管場所として使用されている空き教室等を保育所分園と

して使用するための改修等の補助」は廃止する。（ﾌﾟﾚｾﾞﾝ資料P.6参照）

（３）平成２２年度予算案について

平成２１年４月時点における保育所入所待機児童数は２年続けて増加

し、前年同月に比べて５，８３４名増の２万５，３８４人となった。

このような状況で、待機児童対策を加速させるため平成２０年度から

平成２２年度において集中重点的に保育サービスを量的に拡充するとと

もに、家庭的保育事業など地域の事情等に応じた保育の提供手段の多様

化を図るため、安心こども基金の創設など、待機児童解消の取組を実施

しているところである。

各地方公共団体においては、それぞれの地域における保育ニーズを的

確に把握し、以下の待機児童対策関連予算の措置状況を踏まえて、計画

的なサービス提供体制の整備に努められたい。

特に、待機児童が５０人以上で、児童福祉法に基づき保育の実施の事

業等の提供体制の確保に関する計画を策定することが義務づけられてい

る市区町村（特定市区町村）においては、保育所整備の他、家庭的保育

等の施策を積極的に活用するなど、地域における保育ニーズに応えるこ

とができるよう積極的な取組をお願いしたい。

ア 保育所の施設整備について

民間保育所の施設整備については、平成２０年度第２次補正予算及び

平成２１年度第１次補正予算により設置した「安心こども基金」におい

てその推進を図っているところであり、さらに平成２１年度第２次補正

予算案において安心こども基金に２００億円の積み増しを行い、地域の

余裕スペース（学校、公営住宅、公民館等）を活用した小規模な認可保

育所の分園等の設置促進を図ることとしているので、より一層積極的な

取組をお願いしたい。
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イ 保育所運営費について

待機児童解消のための保育所整備等の推進に対応した民間保育所に係

る運営費の拡充を図っているところである。

なお、平成２２年度より運営費を支弁する際の保育単価の適用年齢に

ついて、これまで年度途中に入所した児童は、入所した月の初日におけ

る年齢の保育単価を適用していたところであるが、クラス編成の実態と

の整合性を図る観点から、当該年度４月初日時点での年齢による単価を

適用することとしているのでご留意願いたい。

ウ 行政刷新会議における事業仕分けの対応等

行政刷新会議における事業仕分けの評価結果を踏まえ、保育所運営費

については、保育料の徴収基準額について、現行の第７階層より上の高

所得者階層について第８階層区分を新たに設定することととしている。

（関連資料9（P.78）参照）

また、これまで一般会計において実施していた延長保育促進事業につ

いては、仕事を持つ保護者向けの保育サービスである休日保育事業や夜

間保育事業と同様に、平成２２年度は事業主拠出金財源による児童育成

事業として実施することとし、これに関連して、これまで年金特別会計

児童手当勘定において実施していた一時預かり事業、地域子育て支援拠

点事業及び児童ふれあい交流促進事業については、保護者の就業の有無

に関わらずすべての子育て家庭を対象とした事業であることも踏まえ

て、平成２２年度は一般会計による次世代育成支援対策交付金の対象事

業として実施することとしている。

そのため、以下のとおり事業実施の費用負担割合が変更となるのでご

留意願いたい。

○延長保育促進事業

これまで 平成22年度

国 1/2、市町村 1/2 → 国 1/3、都道府県 1/3、市町村 1/3

(指定都市・中核市 2/3)

○一時預かり事業、地域子育て支援拠点事業及び児童ふれあい交流促進事業

これまで 平成22年度

国 1/3、都道府県 1/3、市町村 1/3 → 国 1/2、市町村 1/2

(指定都市・中核市 2/3)
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４．少子化対策の推進について

（１）少子化対策特別部会の議論の整理について（ﾌﾟﾚｾﾞﾝ資料P.20参照）

「『子どもと家族を応援する日本』重点戦略」を受け、平成２０年３月

より、社会保障審議会少子化対策特別部会において、次世代育成支援の

ための新たな制度体系の設計に向けた議論が行われ、昨年２月には第一

次報告をとりまとめ、制度の詳細設計について昨年５月から特別部会で

さらに具体的に議論を行った。保育分野については、特別部会の下に保

育第一・第二専門委員会を設置して、議論を行った。

これらの議論を踏まえ、特別部会においてこれまでの議論の整理を行

い、１２月末に公表した。（事務局として議論のポイントを整理したもの

のは、ﾌﾟﾚｾﾞﾝ資料P.20参照）

なお、新たな次世代育成支援のための制度の構築については、前述し

た「明日の安心と成長のための緊急経済対策」において、幼保一体化を

含めた包括的・一元的な制度の構築に向け、平成２２年前半を目途に基

本的な方向を固め、平成２３年通常国会までに所要の法案を提出するこ

ととなっており、少子化対策特別部会で議論を重ねてきたものを踏まえ

た検討を行っていく。

（２）子ども・子育てビジョン（仮称）について（ﾌﾟﾚｾﾞﾝ資料P.27参照）

現行の「少子化社会対策大綱」及び「子ども・子育て応援プラン」に

ついては、現在、内閣府のもと、その見直しに向けた検討を進めている

ところである。平成２２年度から２６年度までの今後５年間の施策内容

と数値目標を盛り込むこととしており、今月末目途に、新たに「子ども

・子育てビジョン（仮称）」として策定予定である。

市町村の後期行動計画における保育や放課後児童クラブ等の子育て支

援サービスの目標事業量については、参酌標準により示しているとおり、

女性の就業率の高まりに応じて必要となる潜在需要を把握した上で設定

することとしており、子ども・子育てビジョンにおいても、昨年提供い

ただいた各市町村の集計値をもとに、潜在需要を含めた待機児童解消に

向けた数値目標等を設定することとしている。

また、子育て支援基盤の整備とともに、仕事と生活の調和の実現を車

の両輪として進めていく必要があることから、働き方の見直しに向けた

指標も盛り込むこととしている。
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（３）改正育児・介護休業法の施行について

育児・介護休業法は、平成３年の法律制定以来、数度の改正を経て、

特に女性の育児休業取得率は順調に上昇し９割に達するなど一定の成果

が表れてきている一方、女性の就業状況を見ると、第１子出産を機に依

然として約７割の女性労働者が離職している状況がある。また、男性の

育児休業取得率は1.23%に過ぎず、男性の育児へのかかわりが不十分で

あり、女性に家事や子育ての負荷がかかっていることが、女性の継続就

業を困難にしている状況がある。

こうしたことも踏まえ、少子化対策の車の両輪の１つとされた「働き

方の見直し」の一環として、仕事と子育ての両立支援を一層進め、男女

ともに子育て等をしながら働き続けることができる環境を整備するた

め、平成２１年６月に育児・介護休業法が改正された。主な内容は以下

のとおりである。

① 子育て期間中の働き方の見直し

・ ３歳までの子を養育する労働者について、短時間勤務制度を設ける

ことを事業主の義務とし、労働者からの請求があったときの所定外労

働の免除を制度化する。

・ 子の看護休暇制度を拡充する（小学校就学前の子が、１人であれば

年５日（現行どおり）、２人以上であれば年１０日）。

② 父親も子育てができる働き方の実現

・ 父母がともに育児休業を取得する場合、１歳２か月（現行１歳）ま

での間に、１年間育児休業を取得可能とする(パパ・ママ育休プラス)。

・ 父親が出産後８週間以内に育児休業を取得した場合、再度、育児休

業を取得可能とする。

・ 配偶者が専業主婦（夫）であれば育児休業の取得不可とすることが

できる制度を廃止する。

③ 仕事と介護の両立支援

・ 介護のための短期の休暇制度を創設する（要介護状態の対象家族が、

１人以上であれば年５日、２人以上であれば年１０日）。

④ 実効性の確保

・ 苦情処理・紛争解決の援助及び調停の仕組みを創設する。

・ 勧告に従わない場合の公表制度及び報告を求めた場合に報告をせず

又は虚偽の報告をした者に対する過料を創設する。
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改正法の施行日については政令により、原則、平成２２年６月３０日

（ただし、一部の規定は、常時１００人以下の労働者を雇用する事業主

については３年以内の政令で定める日）となっているところであるが、

④実効性の確保のうち、紛争解決の援助等については、平成２１年９月

３０日、調停 制度の創設については、平成２２年４月１日に施行され

ることとなっている。

厚生労働省としては、今後、企業において改正法の内容に沿った措置

等の規定が適切に整備され制度として定着するよう、改正法の内容の周

知徹底をすることとしており、各都道府県等におかれても御協力をお願

いしたい。

（４）一般事業主行動計画の策定義務企業の拡大等について

（平成２３年４月1日施行）

平成２０年１２月に成立した「児童福祉法等の一部を改正する法律」に

より、次世代育成支援対策推進法が改正され、昨年４月から、一般事業主

行動計画の公表と労働者への周知が義務化されたところである。

また、平成２３年４月１日からは、一般事業主行動計画の策定・届出義

務企業が３０１人以上規模企業から１０１人以上規模企業に拡大される。

計画の公表については、インターネットの利用（「両立支援のひろば」

サイト（http://www.ryouritsushien.jp/）等）その他適切な方法により

公表しなければならないが、県の広報誌への掲載も適切な方法とされてい

るので、企業から公表方法について問い合わせがあった場合には、適切に

ご対応いただきたい。

また、平成２１年９月末現在で、新たに行動計画の策定・届出が義務と

なる１０１人以上３００人以下規模企業の行動計画の届出率は、８．１％

と大変低い状況である。

各都道府県におかれても、引き続き、一般事業主行動計画の策定・届出

等について、周知・啓発にご協力をお願いしたい。
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５．地域の子育て支援の推進について

次世代育成支援対策交付金（ソフト交付金）について

（ﾌﾟﾚｾﾞﾝ資料P.30参照）

① 主な改正点について

本年１１月に実施された行政刷新会議「事業仕分け」の評価結果に基

づき、仕事と子育ての両立を支援するサービスである延長保育事業は、

事業主拠出金財源による児童育成事業（保育対策等促進事業費補助金）

として実施することとされた。（事業主拠出金、都道府県、市町村の三

者からなる財源構成により実施。）

一方、すべての子育て家庭向けのサービスとしての実施が適当である

地域子育て支援拠点事業、一時預かり事業及び児童ふれあい交流促進事

業は、一般会計による次世代育成支援対策交付金の対象事業として実施

することとしている。（国、市町村の二者からなる財源構成により実施。）

各々の事業について、これまでの負担割合から増減が生じることとな

るが、総じて地方自治体にとって過度な負担とならないよう配慮したも

のであるので、事業の円滑な実施についてご配慮願いたい。

② ２２年度新規事業について

平成２２年度より、次の三事業を新たに創設することとしたので、ご

了知いただくとともに、事業の積極的な展開を図られたい。

ア 子育て支援ネットワーク事業

子育てについての情報不足、相談相手の不在による子育てのしづら

さの改善に向けて、子育て支援に関する情報ネットワークの基盤構築

を図るための取組を支援する。

【既存の子育て支援サービスと相まって、子育て世代に幅広く普及し

ている携帯サイトなどを活用し、子育て支援を展開】

具体的には、携帯サイト等の活用により、

① 市町村からの乳児健診の案内や子育て支援サービス事業者から

の行事案内等を情報提供《情報配信領域》

② 地域住民による情報交換（ネットひろば）、子育て支援者による

相談・助言《情報共有領域》

③ 生育歴や予防接種歴等の記録保存並びに保育サービス利用時や

診療時等における当該記録の活用《個人情報領域》

④ ①～③の情報を集約し、データベース化するなどの活用により

行政サービスの充実・改善につなげる

など、地域住民参加型の新しいネットワークを活用した子育て環境の

改善を図るための取組を支援するものである。
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イ 子どもを守る地域ネットワークの機能強化事業（一部新規）

「子どもを守る地域ネットワーク」の更なる機能強化を図るため、

これまで本事業の対象としていた、ネットワーク調整機関の職員等

の専門性強化を図るための取組に加え、新たに、

① インターネット会議システム等の導入によるケース検討会議の

開催

② ケース記録や進行管理台帳等の電子化

など、ネットワーク関係機関の連携強化を図るための取組に対する支

援を行うものである。

ウ 子どもの事故予防強化事業

子ども（特に乳幼児）の事故（お風呂場で溺死する事故、階段等か

ら転落事故など）の大部分については、予防可能なことから、保護者

等に対する意識啓発を行うことで、子どもの事故の予防強化を図る。

具体的には、市町村が事故防止の注意点などをまとめた分かりやす

いパンフレットを作成し、両親学級や、１歳６か月児・３歳児健診な

どの集団健診などの場において、子ども事故予防推進員（仮称）を配

置して個別に配布・説明するなど、保護者等に対する意識の啓発をき

め細かく行うとともに、必要に応じて、意識啓発方策やパンフレット

の内容を検討するための事故予防検討会を開催する場合にポイントに

よる評価を行うこととしている。

③ ファミリー・サポート・センター事業における病児・病後児預かり等

の実施について

地域における病児・病後児の預かり、宿泊を伴う預かり、早朝・夜間

の緊急時の預かり等（以下「病児・病後児の預かり等」という。）を促進

するため、本年度よりファミリー・サポート・センター事業において、

病児・病後児の預かり等を行う事業を実施している。

病児・病後児の預かり等については、地域において実施していくとい

う方針の下、平成１７年度より実施していた「緊急サポートネットワー

ク事業」を平成２０年度限りで廃止し、ファミリー・サポート・センタ

ー事業の病児・病後児の預かり等への移行を目指しているところであ

る。国の事業として暫定的に実施している「病児・緊急預かり対応基盤

整備事業」の委託先団体とも連携のうえ、各市町村における事業の実施

について積極的な検討をお願いしたい。
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④ 地域における子育て支援拠点の拡充について

地域子育て支援拠点については、本年１月に策定される「子ども・

子育てビジョン（仮称）」において、すべての子育て家庭が歩いて行ける

場所での実施（全中学校区に１か所以上）を目指すべき社会の姿として

掲げ、その拡充を図っていくこととしている。

また、本事業に携わるスタッフや地方自治体等関係者を対象に、子育

て支援拠点の意義や役割の理解、課題解決などを目的とした全国及び地

方でのセミナー開催への支援（※）を引き続き行うこととしているので、

管内市町村や事業関係者等に対する周知いただくとともに、積極的な参

加を促すようお願いする。

（※ 児童育成事業（ボランティア育成支援事業）により実施）
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６．放課後児童健全育成対策について

（１）「放課後子どもプラン」について

「放課後子どもプラン」については、原則としてすべての小学校区に

おいて、放課後や夏休み等の長期休暇時における子どもたちの安全・安

心で健やかな活動場所の確保を目指しているところであるが、平成２１

年度においては、放課後児童クラブが１８，４７９か所（平成２１年５

月現在）、放課後子ども教室が８，７１９か所（平成２１年度実施予定含

む）の実施となっている。

放課後子どもプランの着実な推進を図るため、平成２１年度第１次補

正予算に計上された「安心こども基金」の地域子育て創生事業には、「放

課後児童クラブと放課後子ども教室との連携を促進するための支援」に

かかる経費を盛り込んでおり、また、平成２２年度予算（案）において

は、放課後児童クラブは約２万５千か所分、放課後子ども教室は約１万

か所分の運営費補助等の経費を計上したところである。

各自治体におかれては、両事業の連携を含め必要な地域で必要なサー

ビスが提供されるよう、放課後子どもプランの着実な推進に向けて積極

的な取組をお願いしたい。なお、平成２１年３月に作成した放課後児童

クラブ実践事例集において、両事業の連携実施・一体的実施の事例等を

掲載したので、事業実施の際の参考にして頂きたい。

ア．「子ども・子育てビジョン（仮称）」について

放課後児童クラブについては、これまでも「新待機児童ゼロ作戦」

等に基づき、受入れ児童数の拡充に向け取り組みを進めてきたところ

であるが、今月末を目途に策定予定の「子ども・子育てビジョン（仮

称）」において、放課後児童クラブについても５年後の新たな目標値を

設定する予定である。

放課後児童クラブへのニーズは依然として高い状況にあり、希望し

てもクラブを利用できない児童（いわゆる待機児童）は、平成２１年

５月１日現在で約１万１千人に上っている。また、待機児童そのもの

を把握していないクラブが、全体の約７％存在しており、市町村が地

域における利用ニーズの全体像を把握していないという課題も生じて

いるところである。

今回新たに設定される予定の「子ども・子育てビジョン（仮称）」の

目標値は、各自治体における女性の就労希望等の潜在的ニーズを踏ま
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えた目標事業量の積み上げ等を基に、潜在需要を含めた待機児童解消

に向けた目標値を設定する予定であり、厚生労働省としては、当該目

標達成に向けて取り組みを進めていくこととしている。各自治体にお

かれても、それぞれの地域におけるニーズを踏まえたサービス提供体

制の整備に努めるようお願いする。

イ．放課後児童クラブの平成２２年度予算（案）について

平成２２年度予算（案）においては、クラブを利用できなかった児

童の解消を図るための受入れ児童数の増加等に必要なソフト面及びハ

ード面での支援措置を盛り込んだところである。

ソフト面については、クラブの新設や分割に対応するため、２４，

８７２か所分の事業費を計上したところである。また、クラブ運営経

費には、受入児童に対する傷害保険及びクラブに対する賠償責任保険

の加入に要する経費（保険料）を盛り込んだところであるのでご配慮

願いたい。平成２２年度予算（案）におけるソフト事業の補助基準額

については、関連資料を参照いただきたい。

また、平成２１年度第１次補正予算に計上された「安心こども基金」

の地域子育て創生事業には、「放課後児童クラブに対する賃借料や開設

準備経費の支援」にかかる経費についても盛り込んでいるところであ

り、こうした補助事業を活用して、未実施小学校区の早急な解消や、

希望してもクラブを利用できない児童の解消等に努めていただくよう

お願いする。

さらに、ハード面については、放課後児童クラブ室を新たに設置す

る際の創設費補助のか所数の増を図るとともに、大規模クラブの解消

等に向けた改修費・設備費についても、必要なか所数を計上したとこ

ろである。

なお、平成２２年度より、設備費については既存の放課後児童クラ

ブの設備の更新、追加的な備品購入も補助対象とすることとしている。

詳細については、追ってお知らせするので、各都道府県におかれては、

市町村に対する周知及び活用について促して頂くことをお願いした

い。

また、「放課後子どもプラン実施支援等事業」については、放課後児

童対策関連事業の効率化を図る観点より、２１年度限りで廃止するこ

ととし、本事業における指導員を希望する者に対する研修は「放課後

児童指導員等資質向上事業」の研修対象を拡充することにより対応す

ることとしたのでお知らせする。
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ウ．大規模クラブ及び２５０日未満開設クラブの取扱いについて

放課後児童クラブの運営面での質的向上を図るため、児童数が７１

人以上の大規模クラブ及び年間２００日以上２５０日未満開所のクラ

ブについては、３年間の猶予期間を設け、平成２２年度から国庫補助

を廃止することとしていたところである。

各自治体においては、その解消に向けて取り組みを進めて頂いてき

たところであり、平成２１年５月時点の調査では、７１人以上クラブ

は２，１４４か所（前年度比▲３１７か所）、２５０日未満開設クラブ

は２，７７９か所（前年度比▲８２４か所）に減少したところである。

しかしながら一方で、国庫補助の廃止については、

① 実態として大規模クラブ等の解消が困難であるというクラブが

存在すること

② クラブを利用できなかった児童が約１万１千人存在すること

③ ２５０日未満開設クラブには、地域によっては実態として利用

者からの利用希望がないクラブが存在すること

など、一律の国庫補助の廃止は現場のクラブ運営等に支障を来しかね

ないことから、平成２２年度以降も、運営費の補助を一部変更し、継

続して補助することとしたものである。

具体的には、放課後児童クラブガイドラインを踏まえ、児童数が７

０人以下のクラブに対する補助を増額するとともに、７１人以上の大

規模クラブに対する補助を減額し、望ましい人数規模のクラブへの移

行を促進することとしたものである。

また、２５０日未満開設クラブについては、「利用者に対するニーズ

調査の結果、実態として２５０日開設する必要がないといったクラブ」

については、引き続き補助を行うこととしたものである。なお、この

「利用者に対するニーズ調査・・・（略）・・・クラブ」の詳細につい

ては追ってお知らせすることとしている。

各自治体におかれては、引き続き、利用者のニーズに応じた放課後

児童クラブの運営の促進を一層図って頂くようお願いする。

エ．放課後児童クラブガイドラインについて

放課後児童クラブについては、クラブを利用する子どもの健全育成

を図る観点などから、クラブを運営するに当たって必要な基本的事項

を示した「放課後児童クラブガイドライン」を平成１９年１０月に策

定したところである。

本ガイドラインは、国庫補助金の交付・不交付を問わず、全ての放

課後児童クラブが運営を行う際に参考としていただくことにより、ク
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ラブ全体の質的向上を図ることを目的としているため、管内市町村及

び放課後児童クラブ関係者に対して、本ガイドラインの内容のより一

層の周知及び本ガイドラインの内容を踏まえた運用等を図っていただ

くようお願いする。

（２）児童育成事業推進等対策事業の活用について

本事業は、児童の健全育成を図るための先駆的、模範的な事業を実施

し、その成果を全国に向けて発信していくものであり、例年、優先採択

事項を設けて事前協議を実施しているところである。

２２年度においても、昨年度同様に各自治体からの事前協議を受け付

ける予定としているので、ご承知おき願いたい。

また、２２年度における優先採択事項については、事前協議通知をも

ってお知らせすることとしているが、昨年８月の追加協議の際に新たに

設けた『「保育所保育指針」の改定に伴う定着促進のための先駆的な取

組』については、引き続き、２２年度においても優先採択事項とする予

定である。

このため、都道府県におかれては、事前協議に先立ち、管内市町村あ

て周知方お願いするとともに、市町村からの積極的な事前協議の提出に

ついて御支援いただくよう期待する。

（３）児童委員について

ア．円滑な児童委員・主任児童委員活動について

近年、家庭や地域の子育て機能の低下や、児童虐待事件や少年犯罪

が相次ぐなど、子どもや家庭を取り巻く環境が複雑・多様化している

る中で、地域の住民に最も身近な児童委員、主任児童委員に地域のこ

れらの問題への適切な関わりが求められている。児童委員・主任児童

委員の定数に対する充足率が低い自治体においては、引き続き、児童

委員・主任児童委員の確保に努められたい。また、児童委員・主任児

童委員に欠員が生じた際には、欠員補充の手続きについて、極力その

迅速化に努めていただくようお願いする。

また、子育て家庭等が必要な時に児童委員・主任児童委員へ相談

できる環境づくりのためには、子育て家庭に「児童委員・主任児童

委員」制度を周知し、児童委員・主任児童委員についての理解を広

げることが重要であることから、今般、平成 21年12月21日付雇児

母発１２２１第1号厚生労働省雇用均等・児童家庭局母子保健課長
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通知により、母子健康手帳の任意様式に児童委員・主任児童委員の

活動についての記述を盛り込んだところである。

各地方自治体におかれては、地域住民に対して、児童委員、主任児

童委員制度の正しい理解が得られるよう努めていただくとともに児童

委員・主任児童委員活動には、日頃から地域住民の状況を適切に把握

しておくことが重要であることから、活動の重要性をご認識 いただ

き、円滑な活動に必要な情報の提供につき特段のご配慮をお願いした

い。

イ．関係機関との連携について

児童委員・主任児童委員が、市町村の「子どもを守る地域ネット

ワーク（要保護児童対策地域協議会）」に積極的に参画するとともに、

児童相談所や学校等の関係機関と連携を図り、地域の子どもやその家

族の実情を把握する等、児童虐待防止の上で大きな役割を果たすこと

が期待されていることから、研修などの様々な機会を通じて特段のご

指導をお願いしたい。なお、円滑な児童委員・主任児童委員活動が図

られるよう各都道府県等の教育委員会教育長及び民生主管部（局）長

あてに「児童委員・主任児童委員の積極的な活用による児童健全育成

及び家庭教育支援施策の推進について」（平成21.3.16生参学第11号

雇児育発第0316001号）を文部科学省と連名で発出する等、文部科学

省と連携しているところであり、地域においても教育委員会と児童福

祉部局、家庭教育支援団体、学校等の関係機関との連携を強化し、児

童委員・主任児童委員が活動しやすい環境づくりに努めていただきた

い。

また、「地域子育て環境づくり支援事業」において、児童委員、主

任児童委員を対象とした研修事業、地域における子育て支援活動を継

続的に実施するための協議会及び地域の子育て家庭に幅広く児童委員

等の活動を知ってもらうことを目的として児童委員等を講師にした子

育てセミナー等の事業を助成対象としているので、この事業を積極的

にご活用いただきたい。

ウ．一斉改選について

平成２２年１２月１日には、３年ごとの一斉改選が行われる予定で

あり、改選にあたっては児童福祉に理解と熱意があり、かつ、地域の

実情に精通した方を選任していただくよう特段のご配慮をお願いした

い。
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（４）児童福祉週間について

ア．趣旨について

子どもや家庭について社会全体で考えること、また、子どもの健や

かな成長について社会的な喚起を図ることを目的に、毎年５月５日の

「こどもの日」から１週間を「児童福祉週間（５月５日～１１日）」

と定めて、児童福祉の理念の普及・啓発のための各種事業及び行事を

行ってきている。

イ．児童福祉週間の標語について

平成２１年９月１日～１０月１５日にかけて、児童福祉週間の理念

を広く啓発する標語を全国募集したところ、７，６４６作品の応募が

あり、標語の募集にあたっては管内市区町村をはじめ広く周知いただ

く等ご協力いただき、御礼申し上げる。平成２２年度児童福祉週間の

標語については、決定次第、ご連絡するので、啓発事業、行事等に幅

広くご活用いただき、児童福祉週間の趣旨等の普及に活用されたい。
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７．児童虐待防止対策について

（１）児童の安全確認・安全確保の徹底について

児童相談所における児童虐待相談対応件数は、統計を取り始めた平成

２年度から増加し続けており、平成２０年度は４２，６６４件と過去最

高となっている。また、我が国においては、把握されているだけで、心

中事件を除き毎年５０件前後の虐待による死亡事例が発生しており、そ

の中には、児童相談所や市町村等の関係機関の関与がありながら、子ど

もの命が失われる痛ましい事例も生じているところである。

児童虐待への対応に関し、今一度基本に立ち返り、目視による安全確

認の徹底、臨検・捜索も視野に入れた立入調査や一時保護の実施、虐待

者本人との面接を含めた家族全体の調査・診断・判定の実施、関係機関

等との情報共有など、日常の基本的な業務が適切に行われているかにつ

いて、定期的に業務の点検を行っていただき、救えたはずの子どもの命

を救えなかったという事態が決して生じないよう、子どもの安全を最優

先とした対応を行うことを重ねてお願いする。

なお、臨検・捜索等の制度の運用の参考となるよう、実際に制度を実

施した自治体の取組概要を、昨年７月に開催した「平成２１年度全国児

童福祉主管課長・児童相談所長会議」においてご紹介させていただいた

ところであるが、運用に当たってなお疑義等が生じた際には、適宜、厚

生労働省にご相談いただきたい。

厚生労働省としても、児童虐待による死亡事例の発生に強い危機意識

を持っており、関係省庁等とも連携しながら、児童相談所や市町村の体

制整備などに努めているところであり、虐待により子どもの命が失われ

ることがないよう、児童相談所を中心に、地域全体で重層構造のセーフ

ティーネットを全力を挙げて機能させる取組をお願いする。

また、死亡事例等が発生した都道府県等におかれては、児童虐待防止

法に基づき当該事例の検証を実施していただくこととなるが、検証に当

たっては、亡くなった子どもの視点に立って、今後同様の悲惨な事例の

発生を防止するため、必要な改善に繋げるといった姿勢で臨むことを改

めてお願いする。
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（２）児童相談所・市町村の体制強化について

ア 児童相談所等の体制強化について

① 児童福祉司の配置について

子どもの安全確認・安全確保の強化等の観点から、児童相談所の

体制強化を図ることが課題となっている。このため、平成２１年度

地方交付税措置においては、こうした役割を中心的に担う児童福祉

司について、１名の増員が図られたところであるが、２２年度にお

いても、児童虐待相談対応件数の増加等を踏まえ、引き続き、増員

に向けた要望を行っているところである。

なお、２１年度においては、標準団体(人口１７０万人)当たり３

０人配置できるだけの経費が計上されているところであるが、地域

によっては、地方交付税措置がなされている児童福祉司数（人口５．

７万人に１人）を下回っているところも見受けられることから、地

方公共団体におかれては、児童福祉司の積極的な配置をお願いする。

また、こうした増員だけでなく、児童福祉司には高い社会福祉援助

技術が求められていることから、適切な人材の確保や現任職員に対

する研修の実施等を通じて専門性の確保と向上に努めていただきた

い。

② 家族再統合等への取組の強化について

児童虐待等により児童福祉施設への入所等の措置がとられている

児童にとっても、その保護者と再び一緒に生活することができるこ

とは、子どもの福祉にとって望ましいことである。このため、昨年

４月の児童福祉法改正により、児童福祉司等が行う児童又はその保

護者に対する指導について、委託先の拡大を図ることとし、様々な

資源の活用も含めて家族再統合への取組の充実を図ったところであ

る。

平成２２年度予算（案）においては、保護者指導を受託できる民

間団体がいない地域もあることを考慮し、都道府県においてこうし

た民間団体を育成するための経費を計上しているので、ご活用願い

たい。（「民間団体育成事業」（児童虐待防止対策支援事業））

更に、個々の家庭等に応じた家族再統合への取組の強化を図るた

め、

○ 親子での宿泊方式の訓練を実施し、親子関係の改善を図ると

ともに家庭への復帰の可否等についての見立てを行う「宿泊型

事業」、
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○ 保護者等が自らの問題に向き合い、主体的に支援を受け入れ

るよう、保護者やその親族も含めて、当該家族への援助方針に

ついての話合いを行う「ファミリーグループカンファレンス型

事業」を行うための経費を計上した（「カウンセリング強化事業」

（児童虐待防止対策支援事業））ので、こうした事業の活用によ

り、きめ細かな家族支援の推進に努められたい。

③ 一時保護所の体制の充実について

一時保護所については、虐待相談件数の増加とともに保護人員、

保護日数ともに増加傾向にあることから、引き続き、そこで過ごす

子どもの環境への配慮をお願いしたい。

なお、平成２２年度予算（案）においては、次世代育成支援対策

施設整備交付金において、児童相談所一時保護所における親子生活

訓練室整備加算を対象とするほか、児童相談所一時保護所の本体整

備の基礎点数を拡充することとしている。

また、一時保護中の子どもの学習環境の充実のため、昨年４月、

文部科学省と協議の上、各地域における取組の充実について通知を

発出したところであるが、引き続き、教育委員会と連携を図り、現

職教員の派遣や教員ＯＢの活用、一時保護が長期化する際は区域内

の学校への就学などについて検討し、子どもの教育を受ける権利が

保障されるよう、十分に留意されたい。

イ 市町村の体制強化について

① 乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業）及び養育支援

訪問事業の推進について

平成２１年７月現在、乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃ

ん事業）については、１，５１２（８４．１％）の市町村で、また、

養育支援訪問事業については、９９６（５５．４％）の市町村で実

施されているところである（いずれも雇用均等・児童家庭局総務課

調べ）。

これらの事業は、平成２１年４月１日より、児童福祉法に位置付

けられるとともに、事業の実施について市町村に努力義務が課せら

れたところである。これらは、乳児家庭全戸訪問事業等により、要

支援家庭が早期に把握され、継続支援としての養育支援訪問事業等

につなぎ、家庭の養育力の向上を図り、ひいては児童虐待等を予防

することにつながる重要な事業であることから、全市町村における

両事業の実施を図っていきたいと考えており、厚生労働省としては、
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平成２１年３月に策定した、両事業にかかる市町村向けガイドライ

ンの普及などにより、全市町村での両事業の実施を促進するととも

に、「子どもを守る地域ネットワーク（要保護児童対策地域協議会）」

（以下、「地域協議会」という。）と両事業との密接な連携が図られ、

市町村における虐待防止の仕組みが構築されるよう積極的に取り組

んでまいりたいと考えているので、都道府県におかれても、管内市

町村への働きかけをお願いする。

② 地域協議会の機能強化について

平成２０年度に全国の市町村が対応した児童虐待に関する相談対

応件数は約５万３千件であり、児童相談所における相談対応件数と

同様に増加している。一方、相談体制をみると市町村間の格差が大

きく、市町村相談窓口や地域協議会調整機関における専門職員の確

保など、その体制強化等が課題となっている。

また、児童虐待による死亡事例をみると、市町村等が関与してい

たにもかからず、適切なリスク判断や児童相談所との連携ができず

に児童が死亡に至った事例も存在する。こうした状況からも、各地

域の児童虐待防止対策の要となる地域協議会の機能強化を図ること

が重要である。

そのため、平成２２年度予算（案）においては、「子どもを守る地

域ネットワーク機能強化事業」（次世代育成支援対策交付金）により、

引き続き、調整機関職員等の研修などの専門性強化を図るための取

組等を支援することに加え、新たに、インターネット会議システム

等の導入によるケース検討会議の開催、ケース記録や進行管理台帳

等の電子化などによる関係機関の連携強化を図るための取組を支援

することとしているので、これらも活用しながら地域協議会の機能

強化に努めていただきたい。

なお、平成２１年４月現在、地域協議会（虐待防止ネットワーク

を含む。）の設置率は、９７．６％とほとんどの市町村において設置

が進んでいるところであるが、未設置の市町村についても、今後、

地域協議会を設置（虐待防止ネットワークからの移行を含む。）して

いただきたいので、都道府県におかれても、管内市町村への積極的

な働きかけをお願いしたい。
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（３）児童虐待防止のための親権制度研究会について

平成１９年の改正児童虐待防止法附則において、「施行（平成２０年４

月）後３年以内に、親権に係る制度の見直しについて検討を行い、その

結果に基づいて必要な措置を講ずる」ものとされていることを受け、平

成２１年６月より、法務省が主となり、学者、弁護士、法務省、厚生労

働省、最高裁判所事務総局等で構成される「児童虐待防止のための親権

制度研究会」において、親権制度の見直しにかかる問題点や課題等を検

討してきたところであり、本年１月に報告書がとりまとめられる予定と

なっている。報告書がとりまとめられ次第、情報提供を行うこととして

いるので、あらかじめ御了知いただきたい。
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８．社会的養護体制の拡充について

（１）里親委託等の推進について

虐待を受けた子ども等、家庭での養育に欠ける子どもに対しては、可

能な限り家庭的な環境の下で愛着関係を形成しつつ養育を行うことが重

要である。里親制度は、そのような観点から、社会的養護の諸施策の中

でも極めて重要なものの一つであり、その拡充を図る必要がある。

このため、平成２０年１２月に児童福祉法等の改正を行い、平成２１

年度から社会的養護の担い手としての「養育里親」を養子縁組を前提と

した里親と区別するとともに、養育里親に研修を義務付ける等の里親制

度の見直しを行い、併せて里親手当の大幅な引き上げを行ったところで

ある。

また、同改正では「小規模住居型児童養育事業（ファミリーホーム）」

を里親委託、施設入所に加え、新たな家庭的養育の受け皿として位置

づけ、平成２１年度から実施しているところである。

さらに、里親に対する相談支援等の業務を施設やＮＰＯ等に委託して

総合的に行う「里親支援機関事業」（平成２０年度から予算事業として

実施）を法定化したところであり、平成２２年度予算案においても同事

業をさらに推進することとしている。各自治体においては里親会等に事

業の一部を委託する等の工夫をこらし、今後も積極的かつ効果的な実施

を図っていただきたい。

（２）施設退所後の支援について

社会的養護の下で育った子どもは、施設等を退所し自立するに当たっ

て、保護者等から支援を受けられない場合が多く、その結果さまざまな

困難に突き当たることが多い。このような子どもたちが他の子どもたち

と公平なスタートを切れるように自立への支援を進めるとともに、自立

した後も引き続き子どもを受け止め、支えとなるような支援の充実を図

ることが必要である。

このため、児童福祉法等の改正を行い、平成２１年度から児童自立生

活援助事業（自立援助ホーム）について、都道府県にその実施を義務付

け、費用を負担金化する等、その充実強化を図ったところである。

また、平成２０年度よりモデル事業として実施していた「地域生活・

自立支援事業」を平成２２年度予算案において、「退所児童等アフターケ

ア事業」として組み換え、一般事業として実施することとしたところで

ある。
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各自治体におかれては、引き続き自立援助ホームの設置促進をはじめ

として、施設等を退所した子どもに対する自立支援施策に積極的に取り

組んでいただきたい。

（３）児童福祉施設等におけるケアの充実について

ア 施設の小規模化の推進について

近年、児童養護施設をはじめとする児童福祉施設においては、虐待

を受けた子どもの入所が増加しているが、虐待等により愛着障害を起

こしている子どもに適切なケアを行い、他者との関係性を回復してい

くためには、これまでの大規模集団による養育では限界があり、でき

る限り家庭的な環境の中で、職員との個別的な関係性を重視したきめ

細かなケアを提供していくことが求められている。

このような趣旨を踏まえ、施設におけるケア形態の小規模化を図る

ため、児童養護施設、乳児院、情緒障害児短期治療施設及び児童自立

支援施設を対象とした小規模グループケアの実施並びに児童養護施設

を対象とした地域小規模児童養護施設の設置を進めている。

平成２２年度予算案においては、小規模グループケアにおける夜間

体制の充実を目的とした管理宿直等職員（非常勤）を配置するととも

に、１本体施設において指定できる小規模グループケアのか所数を一

定の条件をもって緩和（１施設あたり３か所まで）することとしてお

り、これらを活用してケア形態の小規模化の一層の推進に努めていた

だきたい。

イ 家庭支援専門相談員・個別対応職員等の拡充

ケア担当職員については、これまでも積極的にその拡充に取り組ん

でいただいているところであるが、平成２２年度予算案においては、

乳児院における被虐待経験のある乳幼児の割合が増加していることか

ら、被虐待児個別対応職員の乳児院への配置を拡充し、さらに乳児の

家庭復帰や里親委託について保護者との調整等を強化するため、乳児

院における非常勤の家庭支援専門相談員（ファミリーソーシャルワー

カー）の配置の拡充を図ることとした。

また、児童養護施設において、日常の投薬管理や健康管理、感染症

の予防等医療的ケアが必要な児童に適切に対応するため、看護士の配

置の拡充を行うこととしており、これらを活用して児童福祉施設にお

けるケアの質的向上に努めていただきたい。
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ウ 施設整備費の交付対象の拡大

児童養護施設等の整備については、次世代育成支援対策施設整備交

付金として、平成２２年度予算案において約５０億円を計上したとろ

である。

施設の小規模化を推進する観点から、平成２２年度予算案において

は、児童養護施設、乳児院、情緒障害児短期治療施設及び児童自立支

援施設の整備のうち、おおむね６名程度の小規模なグループケアを行

う場合の整備について加算の対象とすることとするので、これを積極

的に活用し、入所児童に対するケアの環境の充実に努めていただきた

い。

（４）子ども・子育てビジョン（仮称）の策定について（社会的養護関連）

平成２０年１２月の児童福祉法等の改正により次世代育成支援対策推

進法が改正され、同法の都道府県行動計画の策定に関し、社会的養護が

次世代育成支援対策に含まれることが法律上明確化されることとなった

（平成２２年４月施行）。これを踏まえ、国の行動計画策定指針（厚生労

働大臣等の告示）では、地域の実情に応じ社会的養護体制の充実を図る

ため、社会的養護の提供量を見込む際に勘案する事項のほか、家庭的養

護の推進や施設機能の見直し、自立支援策の強化、人材確保のための仕

組みの強化など、都道府県が計画を策定するに当たっての方向性や考え

方をお示ししたところである。

国において、平成２２年度からの新たなプランである「子ども・子育

てビジョン（仮称）」において、社会的養護体制の充実が図られるよう数

値目標を掲げることとしている。

各自治体においても地域の実情を踏まえ社会的養護関連の計画の策定

と実施に努めていただきたい。

（５）施設機能見直しのための調査

平成１９年１１月の「社会的養護専門委員会報告書」で、

① 子どもの状態や年齢に応じた適切なケアを実施できるよう現行の施

設類型のあり方を見直すとともに、人員配置基準や措置費の算定基準

の見直し等を含めたケア改善に向けた方策を検討する必要がある。

② 見直しを具体的に進めるためには必要な財源の確保が不可欠である

とともに、現在施設内で行われているケアの現状を詳細に調査・分析

することが必要。
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との提言が行われ、これを受けて、施設内で行われているケアの現状を

把握するための調査・分析を行い、その基本的な集計を社会的養護専門

委員会へ報告したところ。

今後は、さらに詳細な集計・分析を進め、その結果や次世代育成支援

策の再構築及び財源のあり方に関する議論を踏まえて施設機能の見直し

についての検討を進めることとしている。
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９．母子保健対策について

（１）妊婦健康診査等について

妊婦健康診査については、必要な回数（１４回程度）の健診を受けら

れるよう、平成２０年度第２次補正予算（７９０億円）において、地方

財政措置されていなかった残りの９回分について、平成２２年度までの

間、国庫補助（１／２）と地方財政措置（１／２）により支援を行って

いるところである。

平成２１年４月における公費負担の状況について調査を行ったとこ

ろ、公費負担回数の全国平均は１３．９６回であった（平成２０年４月

時点では５．５回）。（関連資料19(P.92)参照）

各自治体におかれては、公費負担の更なる充実が図られるよう、引き

続き積極的な取組みをお願いしたい。

また、妊娠中は母体や胎児の健康の確保を図る上で、定期的に健診を

受診し、普段以上に健康に気をつけることが必要であることから、妊婦

健診の受診を勧奨するため、厚生労働省において、健診の重要性の理解

を促進するためのリーフレットデザインを作成し、ホームページに掲載

している。各自治体におかれては、広報誌・ホームページへの掲載、

リーフレットの作成、各種窓口での配布等の普及啓発に活用されたい。

○ すこやかな妊娠と出産のために

http://www.mhlw.go.jp/bunya/kodomo/boshi-hoken10/index.html

（２）不妊治療に対する支援について

子どもを持つことを望みながら不妊に悩む方々への施策については、

引き続き一層の充実が求められているところである。

このため、体外受精及び顕微授精を対象に高額な不妊治療を選択せざ

るを得ない夫婦の経済的負担の軽減を図るため、特定不妊治療費助成

事業を実施し、配偶者間の不妊治療に要する費用の一部を助成している

ところである。平成２１年度第１次補正予算においては給付額を１回

当たり１０万円から１５万円に引き上げるとともに、不妊治療に関する

啓発や広報に関する予算を計上したところであるが、平成２２年度予算

（案）においては給付実績等を勘案し、事業の継続実施に必要な予算を

計上したところであるので、各都道府県等におかれては、不妊に関する
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専門的な相談に応じる不妊専門相談センター事業と併せて積極的な取組

みをお願いする。

また、不妊治療の実施医療機関の指定については、平成２１年５月に

「特定不妊治療費助成事業の実施医療機関における設備・人員等の指定

要件に関する指針」を改正し、「医療法施行規則に定められている安全確

保のための体制確保」や「実施責任者の責務」などを明記したところで

あるので、引き続き各都道府県等におかれては実施医療機関の指定や再

審査に当たって留意願いたい。

（３）「健やか親子２１」第２回中間評価について

２１世紀の母子保健の国民運動計画である「健やか親子２１」につい

ては、平成２１年３月から、厚生労働省において、「「健やか親子２１」

の評価等に関する検討会」（以下「検討会」という。）を開催し、その取

組について検討を進めているところである。

第１回検討会において、「健やか親子２１」は、次世代育成支援対策推

進法に基づく都道府県行動計画及び市町村行動計画とともに、一体的に

推進することが効果的であるとの結論に達し、平成２２年度までの「健

やか親子２１」の実施期間を４年間延長し、平成２６年度までとしたと

ころである。

この検討会では、平成２１年度内に、国民運動計画の実施状況の評価、

今後５年間の重点取組等について検討を行い、報告書を取りまとめて、

ホームページで公表する等、周知を図る予定である。各自治体におかれ

ては、母子保健に関する計画策定及び見直しの際に、当該報告書を参考

にするなどして、引き続き、「健やか親子２１」の効果的な推進を図られ

たい。
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１０．配偶者からの暴力（ドメスティック・バイオレンス）

対策等について

（１）婦人相談所等の体制の強化について

平成２０年度に婦人相談所及び婦人相談員が受け付けた来所による相

談状況を見ると、夫等の暴力を主訴とする者が２４，８７９人（前年度

２３，７５８人）で相談理由の３１．３％（前年度３０．７％）を占め

ており、相談件数・割合ともに増加している。

また、一時保護された女性は６，６１３人（このほかに同伴家族５，

５３２人）であり、そのうち、夫等の暴力を入所理由とする女性は４，

６６６人で７０．６％を占めている。

一時保護委託契約施設数は２６１ヵ所（平成２１年４月１日現在）で

あり、前年度と同数である。

配偶者からの暴力（以下「ＤＶ」という。）に対する対策としては、休

日・夜間電話相談事業、婦人相談所職員等への専門研修、婦人相談所や

婦人保護施設における心理療法担当職員の配置、婦人相談所一時保護所

における同伴児童への対応等を行う指導員の配置、夜間警備体制の強化

等様々な事業を実施し、被害者の相談、保護等の支援体制の充実、強化

を図ってきたところである。

平成２２年度予算案では、人身取引被害者支援体制の強化を図るため、

婦人保護施設において、通訳及びケースワーカー（外国人専門生活支援

者）の派遣を外国人支援に実績のある民間団体等に依頼するための経費

や医療費を支弁することとしているので、被害者の相談、保護等の支援

を一層充実させるため積極的に活用されたい。

さらに、障害があることや外国人であること等特別なニーズをもった

被害者の相談や保護等に関しては、安心こども基金（児童養護施設等の

生活向上のための環境改善事業）等を活用した施設のバリアフリー化の

推進や、専門通訳者養成研修の実施等を通じた通訳者の確保などにより、

適切な対応をお願いしたい。

各都道府県においては、民間の支援団体を含む関係機関との連携、研

修の充実等、ＤＶ被害者や人身取引被害者の安全確保、支援の充実に向

けた一層の取組をお願いする。
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（２）ＤＶ被害者に対する自立支援等について

ＤＶ被害者に対する自立支援等については、婦人相談所、婦人保護施

設、婦人相談員等により従来から行われてきたところであるが、平成２

１年５月に総務大臣から厚生労働大臣に対し、「配偶者からの暴力の防止

等に関する政策評価」の結果として、「一時保護の機能の充実」について

の勧告が行われた。同勧告を踏まえ、同年１１月に家庭福祉課長名で通

知を発出し、

① 夜間・休日を問わず、被害者の安全の確保、負担の軽減等も配慮し

つつ、福祉事務所を経由していない申請の場合や，被害者が一時保護

委託契約施設に直接来所した場合も含め、被害者の危険度や緊急度を

勘案し、申請を受け付け、一時保護の要否を速やかに判断するなど柔

軟かつ弾力的な対応を図ること

② 一時保護にあたっては、被害者の安全な保護・自立支援を円滑に進

めるために、福祉事務所、警察等関係機関と速やかに連絡をとるなど、

緊密な連携を図ること

等の留意事項をお示ししたところであるので、引き続き適切な対応をお

願いしたい。

※「配偶者からの暴力の被害者の一時保護機能の充実について」（平成

２１年１１月２５日雇児福発1125第1号厚生労働省雇用均等・児童家

庭局家庭福祉課長通知）

（３）人身取引被害者の保護について

人身取引被害者の保護については、これまで婦人相談所等に保護を求

めてきた２７０名（平成１３年４月１日～平成２１年１１月末現在）に

ついて、適切に保護が行われてきたところである。

また、平成１７年度より、婦人相談所から民間シェルター等への人身

取引被害者の一時保護委託を実施しているところであり、平成２１年１

１月末までに９１名の一時保護委託が実施されたところである。

「人身取引対策行動計画」（平成１６年１２月策定、以下「旧計画」と

いう。）が策定されてから５年が経過し、その間、人身取引事犯の認知件

数が減少するとともに、適切な被害者保護が図られるなど、旧計画に基

づく各種対策は大きな成果を上げたと言える一方で、ブローカー等が被

害者を偽装結婚させるなどして就労に制限のない在留資格をもって入国

させるなど、人身取引の手口がより巧妙化・潜在化してきている。こう

した国内情勢や、我が国の人身取引対策に対する国際社会の関心の高さ
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等の内外からの指摘を踏まえ、このたび、第７回犯罪対策閣僚会議（平

成２１年１２月２２日）において、「人身取引対策行動計画２００９」（以

下「新計画」という。）が決定されたところである。

新計画には、婦人保護事業に関連する事項として、潜在的被害者に対

する被害者保護施策の周知、被害者に対する法的援助に関する周知等、

中長期的な保護施策に関する検討等が盛り込まれている。

婦人相談所においては、一時保護所における心理療法担当職員の配置

や外国人対応のための通訳雇上費の支弁、人身取引被害者の医療費の支

弁（他法他制度が利用できない場合に限る）、弁護士等による法的な援助

や調整等、鋭意取組を進めてきたところであるが、各都道府県において

は、これらの事業を活用し、さらに、人身取引被害者に対する適切な保

護・支援をお願いしたい。
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１１．児童福祉施設等の運営上の留意事項等について

（１）児童福祉施設等の整備について

① 次世代育成支援対策施設整備交付金について

平成２２年度予算（案）においては、児童養護施設等の整備や小規

模化等の環境改善を推進するため、約５０億円計上したところである。

また、児童入所施設の小規模グループケア加算を創設するとともに、

児童相談所一時保護所における親子生活訓練室整備加算を対象とする

ほか、児童相談所一時保護所の本体整備の基礎点数を拡充する。交付

基礎点数については、資材費及び労務費の動向を踏まえ１．８％引き

上げる。

② 安心こども基金について

平成２０年度第２次補正予算及び平成２１年度第１次補正予算にお

いて予算化された安心こども基金において、平成２２年度まで、民間

保育所及び地域子育て支援のための拠点施設の整備を実施することと

しており、さらに平成２１年度第２次補正予算案においては、地域の

余裕スペース（学校、公営住宅、公民館等）を活用した、小規模な認

可保育所（分園等）の設置に係る施設整備・賃借料・改修費及び家庭

的保育の実施場所の改修費・賃借料について補助基準額及び補助率を

引き上げを行うこととしている。

③ 社会福祉施設等耐震化等臨時特例交付金について

平成２１年度第１次補正予算において予算化された社会福祉施設等

耐震化等臨時特例基金において、児童養護施設等の児童入所施設等の

耐震化整備等を実施することとしているので積極的にご活用いただき

たい。

④ 社会福祉施設等の防災対策について

ア 社会福祉施設の防災対策の取り組み

社会福祉施設の防災対策については、入所者の安全確保の観点

から、「社会福祉施設における防火安全対策の強化について」

（昭和６２年９月１８日社施第１０７号社会局長、児童家庭局長

連名通知)等の趣旨を踏まえ、管内社会福祉施設に対し指導をお願

いしているところである。施設の運営上、入所者の安全確保は、
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最重要課題であることを再認識いただき、スプリンクラー及び屋

内消火栓設備の整備、夜間防火管理体制の整備など、施設におけ

る具体的・効果的な防災対策に万全を期すよう管内社会福祉施設

に対する指導の一層の徹底に努められたい。

とりわけ、乳児院などについては、消防法施行令の一部を改正

する政令（平成１９年政令第１７９号）が平成２１年４月１日に

施行され、スプリンクラー設備は延べ面積２７５㎡以上、自動火

災報知器及び消防機関へ通報する火災報知設備は規模に関わらず

設置が義務づけられていることから（既存施設については、平成

２４年３月までの経過措置あり。）、次世代育成支援対策施設整備

交付金及び社会福祉施設等耐震化等臨時特例基金を積極的に活用

して、整備を進められたい。

イ 地すべり防止区域等に所在する社会福祉施設の防災対策につい

て

地すべり防止区域等災害発生のおそれがあるとして指定されて

いる地域等に所在している社会福祉施設については、「災害弱者関

連施設に係る土砂災害対策の実施について」（平成１１年１月２９

日社援第２１２号）をもって、関係省庁と連携して、社会福祉施

設の立地状況を踏まえた総合的な土砂対策を講じるよう通知して

いるところであるが、各都道府県市におかれても、関係部局との

連携を強化し、指定区域等に所在する社会福祉施設の防災対策に

留意されたい。

ウ 被災施設の早期復旧等

社会福祉施設等災害復旧事務の取扱いについては、「社会福祉施

設等災害復旧費国庫負担(補助)の協議について」(平成１７年３月

２４日付雇用均等・児童家庭局長、社会・援護局長、老健局長連

名通知)に基づき、災害発生後速やかに報告をお願いするととも

に、早期現状回復に努め、施設運営に支障が生じないよう指導の

徹底を図られたい。

なお、被災した社会福祉施設等の災害復旧事業については、

「社会福祉施設等災害復旧費国庫負担(補助)金」により国庫負担

(補助)してきたところであるが、早期復旧の観点、社会福祉施設

の地域の重要な防災拠点としての役割及び災害救助法に基づく

「福祉避難所」としての位置付けを有していることから、平成

１７年度より交付金化された高齢者関連施設や児童関連施設及び
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平成１８年度から一般財源化された公立保育所等についても、引

き続き「社会福祉施設等災害復旧費国庫補助金」の対象となって

いるので了知願いたい。

⑤ 社会福祉施設等におけるアスベスト対策について

ア 吹付けアスベスト等使用実態調査について

社会福祉施設等におけるアスベスト使用実態については、「社会

福祉施設等における吹付けアスベスト（石綿）等使用実態調査の

結果の公表及び今後の対応について（通知）」（平成２０年９月

１１日雇児発第0911001号、社援発第0911001号、障発第0911001号

、老発第0911001号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長、社会・援

護局長、社会・援護局障害保健福祉部長、老健局長連名通知）に

基づき、使用実態調査の結果を公表し、未回答、分析依頼中及び

未措置状態にある施設等への対応、アスベストに係る施設の安全

管理等、関係部局との連携などについて、適切な対応をお願いし

ているところであり、引き続き施設におけるアスベスト対策に万

全を期されたい。

イ 吹付けアスベスト等の除去等について

児童養護施設等の吹付けアスベスト等の除去等に要する費用に

ついては、次世代育成支援対策施設整備交付金の交付対象となっ

ており、また、民間保育所等については安心こども基金の交付対

象とすることとしていることから、これらの制度等を積極的に活

用し、この早期処理に努めるよう指導をお願いする。

⑥ 児童福祉施設等に設置している遊具の安全確保について

児童福祉施設等に設置している遊具については、「児童福祉施設等

に設置している遊具の安全確保について」（平成２０年８月２９日雇

児総発第0829002号、障障発第0829001号厚生労働省雇用均等・児童

家庭局総務課長、社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課長連名通

知）に基づき日常の点検と不備があった場合の適切かつ速やかな対

応をお願いしているところである。この中で添付している国土交通

省都市・地域整備局公園緑地・景観課長より発出された「「都市公園

における遊具の安全確保に関する指針(改訂版)」について（平成２

０年８月２６日国都公景第２１号通知）」は、子どもの遊びや遊具の

安全性・事故等に関する基本的な内容を示したものであることか

ら、この指針を参考に、遊具の事故防止対策に活用していただくよ

う周知をお願いする。
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（２）児童福祉施設等の運営について

① 児童福祉施設等の運営について

ア 社会福祉施設は、利用者本位のサービスを提供するため、苦情

処理の仕組みの整備及び第三者評価を積極的に活用し、自らのサ

ービスの質、人材養成及び経営の効率化などについて継続的な改

善に努めるとともに、地域福祉サービスの拠点としてその公共性、

公益性を発揮することが求められている。

このため、本来事業の適正な実施に加え、施設機能の地域への

開放及び災害時の要援護者への支援などの公益的取組が推進され

るよう各都道府県市においては、法人に対する適切な指導をお願

いする。

また、事故防止対策については、利用者一人一人の特性を踏ま

えたサービスの提供、苦情解決の取組みや第三者評価の受審等を

通じたサービスの質の向上により、多くの事故が未然に回避され

ることが徹底され、施設全体の取組として危機管理（リスクマネ

ジメント）が実施されるよう指導されたい。

イ 社会福祉施設の運営費の運用については、運営費の不正使用な

ど不祥事により社会福祉施設に対する国民の信頼を損なうことが

ないよう施設所管課と指導監査担当課との連携を十分図り、適正

な施設運営について引き続き指導願いたい。

② 感染症の予防対策等

児童福祉施設等における感染症予防対策については、従来より特

段の指導をお願いしているところであるが、今後も引き続き十分な

対応を図ることが必要である。

ア 今回の新型インフルエンザ(A/H1N1)対策については、新型イン

フルエンザ対策本部決定の「基本的対処方針」及びその運用指針

等により、感染の拡大状況に応じた対策が行われているところで

あり、児童福祉施設における対応についても感染予防対策やサー

ベイランス体制への協力などについて、各種通知・事務連絡によ

り適切な対応をお願いしているところである。各都道府県等にお

いては常に新型インフルエンザに係る最新の情報を収集し管内児

童福祉施設等における感染予防対策に係る指導及び周知を図られ

るようお願いする。
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（参考）

○ 新型インフルエンザ対策関連情報

http://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/kekkaku-kansenshou

04/index.html

○ 新型インフルエンザ対策関連情報（自治体の方々へ）

http://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/kekkaku-kansenshou

04/info_local.html

○ 国立感染症研究所感染症情報センター

http://idsc.nih.go.jp/index-j.html

○ 保育所における感染症対策ガイドライン

http://www.mhlw.go.jp/za/0831/d01/d01.pdf

〇 「赤ちゃん・子どもの感染症予防ガイドブック」（平成１６

年度独立行政法人福祉医療機構[子育て支援基金]助成事業

により財団法人母子衛生研究会が作成）

イ 社会福祉施設等は高齢者や乳幼児等体力の弱い者が集団生活し

ていることを十分認識の上、ノロウイルスやインフルエンザ、レ

ジオネラ症等の感染症に対する適切な予防対策を講じることが極

めて重要であることから、下記の通知を参考に衛生主管部局、指

導監査担当課及び市町村とも連携しつつ、管内社会福祉施設等に

対し適切な予防対策を図るよう指導の徹底をお願いする。

《参照通知等》

・「社会福祉施設、介護保険施設等におけるノロウイルスによる

感染性胃腸炎の発生・まん延防止策の一層の徹底について」

（平成１９年１２月２６日雇児総発第1226001号、社援基発第12

26001号、障企発第1226001号、老計発第1226001号厚生労働省

雇用均等・児童家庭局総務課長、社会・援護局福祉基盤課長、

社会・援護局障害保健福祉部企画課長、老健局計画課長連名通

知）

・「社会福祉施設、介護保険施設等におけるノロウイルスによる

感染性胃腸炎の発生・まん延対策について」（平成１９年９月

２０日雇児総発第0920001号、社援基発第0920001号、障企発第

0920001号、老計発第0920001号厚生労働省雇用均等・児童家庭

局総務課長、社会・援護局福祉基盤課長、社会・援護局障害保

健福祉部企画課長、老健局計画課長連名通知）
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・「ノロウイルスに関するＱ＆Ａ」

http://www.mhlw.go.jp/topics/syokuchu/kanren/yobou/04020

4-1.html

・「社会福祉施設等における感染症発生時に係る報告について」

（平成１７年２月２２日健康局長、医薬食品局長、雇用均等・

児童家庭局長、社会・援護局長、老健局長連名通知）

・「社会福祉施設等におけるレジオネラ症防止対策の徹底につい

て」（平成１５年７月２５日社援基発第725001号）別添「レジ

オネラ症を予防するために必要な措置に関する技術上の指針」

・「社会福祉施設等における衛生管理の徹底について」（平成２

０年７月７日雇児総発第0707001号、社援基発第0707001号、障

企発第0707001号、老計発第0707001号厚生労働省雇用均等・児

童家庭局総務課長、社会・援護局福祉基盤課長、社会・援護局

障害保健福祉部企画課長、老健局計画課長連名通知）

・「児童福祉施設等における「学校における麻しん対策ガイドライ

ン」の活用について」（平成２０年６月１７日雇児総発第0617

001号、障障発第0617001号厚生労働省雇用均等・児童家庭局

総務課長、社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課長）

また社会福祉施設等に対し、ウィルス肝炎等の感染症患者・感

染者に対する利用制限、偏見や差別を防ぐ観点から、衛生主管部

局と連携し正しい知識の普及啓発を行い、利用者等に対する人権

上の配慮が適切に行われるよう指導されたい。

ウ その他

また、男女共同参画基本計画（平成１７年１２月２７日閣議決

定）において、あらゆる場におけるセクシュアル・ハラスメント

の防止に努める旨が規定されているところであり、社会福祉施設

等内におけるセクシャル・ハラスメントについて、その防止に努

めるよう管内社会福祉施設等に対して指導願いたい。

③ 児童福祉行政指導監査について

児童福祉行政指導監査については、児童の最善の利益や権利擁護

を踏まえた援助の確保、不祥事事件、保育料徴収事務及び児童入所

施設措置費の支弁事務などにおける不当事項等の未然防止の観点か

ら、市町村の事務実施体制の整備法人及び施設運営の適正化に十分

配慮した指導監査を実施する等により、常時その実態を把握し、不

祥事事件等の発生防止に努められたい。
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④ 児童の安全確保について

児童福祉施設等における児童の安全確保については、従来より種

々ご尽力頂いているところであるが、各都道府県等におかれては、

事件・事故の発生の予防や発生した場合の迅速、的確な対応が図ら

れるよう、引き続き市町村及び児童福祉施設等に対する指導をお願

いしたい。

また、児童福祉施設等においては、日頃からの職員の協力連携体

制は勿論のこと、保護者を含む地域との協力体制を確立することが

重要であり、地域全体の協力による児童福祉施設等の安全確保に努

められたい。

《参考》

・「児童福祉施設等における児童の安全の確保について」（平成13年6月

15日雇児総発第402号）

・「児童福祉施設等における児童の安全確保・安全管理の一層の徹底

について（依頼）」（平成15年12月24日雇児総発第1224001号）

・「地域における児童の安全確保について」(平成18年1月12日職高高

発第0112001号、雇児総発第0112001号、老振発第0112001号）

・「児童福祉施設等における事故の防止について」（平成18年8月3日

雇児総発第0803002号）
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１２．その他

○ 子育て応援特別手当（平成２１年度版）の準備経費及び執行停止に伴

う経費について

子育て応援特別手当（平成２１年度版）については、執行停止に伴い、

準備を進めていただいた地方公共団体には、大変ご迷惑をおかけしました

ことを心よりお詫び申し上げます。

なお、準備経費及び執行停止に伴う経費については、以下のとおり、適

切に対応させていただくこととしています。

① 子育て応援特別手当（平成２１年度版）事務取扱交付金

市町村が行う子育て応援特別手当（平成２１年度版）の支給の準備

に伴う実施事務及び都道府県が行う連絡調整等に必要な経費を交付

金の対象とする。

② 子育て応援特別手当（平成２１年度版）特別事務取扱交付金

子育て応援特別手当（平成２１年度版）の執行停止に伴い、市町村

及び都道府県において発生する違約金、撤去費、執行停止の広報・周

知経費及び残務処理等に必要な経費を交付金の対象とする。

※詳細については、追って通知。

－65－



 

－66－



（関 連 資 料）
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子ども手当に関しては、以下の方針に沿って、所要額を平成２２年度予算に計上するととも

に、平成２２年度分の支給のための所要の法律案を平成２２年通常国会に提出する。（給付費

１兆４，５５６億円、事務費１６６億円） 

 

    ① 中学校修了までの児童を対象に、１人につき月額１３，０００円を支給する。 

    ② 所得制限は設けない。 

    ③ 子ども手当の一部として、児童手当法に基づく児童手当を支給する仕組みとし、児 

     童手当分については、児童手当法の規定に基づき、国、地方、事業主が費用を負担 

     する。 

    ④ ③以外の費用については、全額を国庫が負担する。 

 
    (注 1) 公務員については、所属庁から支給する。（国家公務員分の給付費 425 億円は上記の 

1 兆 4,722 億円には含まれない。その額を含めると国の給付費負担金は 1 兆 4,980 億円。） 

    (注 2) 給付費総額は 2 兆 2,554 億円である。 

(注 3) 現行の児童育成事業については、引き続き、事業主拠出金を原資に実施する。 

    (注 4) 平成２３年度における子ども手当の支給については、平成２３年度予算編成過程において 

      改めて検討し、その結果に基づいて平成２３年度以降の支給のための所要の法律案を平成 

      ２３年通常国会に提出する。 

 

 

 

 

 

 

 

○子ども手当の円滑な実施（システム経費） 

子ども手当の円滑な実施を図るため、平成21年度第2次補正予算案（123億円）に

おいて、その準備のための市町村（特別区を含む）における臨時的な経費となるシス

テム経費につき、奨励的な助成を行う。                           

子ども手当の創設（新規）                     １兆４，７２２億円 
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億

円
、

地
方

公
務

員
分

：
1
,4

8
6
億

円
）

※
3

子
ど

も
手

当
の

円
滑

な
実

施
を

図
る

た
め

、
シ

ス
テ

ム
経

費
（

1
2
3
億

円
）

を
平

成
2
1
年

度
二

次
補

正
予

算
案

に
前

倒
し

計
上

。
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【
0歳

～
3歳

未
満

】

平
成

2
2
年

度
に

お
け

る
子

ど
も

手
当

に
係

る
費

用
負

担
に

つ
い

て

所
得

制
限

額

（
被

用
者

）
事

業
主

7/
10

国 1/
10

地
方

2/
10

国
10

/1
0

児
童

手
当

子
ど

も
手

当

1万
円

国
国

地
方

3千
円

所
得

制
限

額

所
得

制
限

を
設

け
な

い
た

め
、

特
例

給
付

や
所

得
制

限
超

に
係

る
者

に
つ

い
て

は
、

児
童

手
当

（
又

は
小

学
校

修
了

前
特

例
給

付
）

の
費

用
負

国
10

/1
0

国 1/
3

地
方

2/
3

児
童

手
当

子
ど

も
手

当

（
非

被
用

者
）

学
校

修
了

前
特

例
給

付
）

の
費

用
負

担
割

合
を

適
用

。
こ

れ
に

伴
う

地
方

負
担

の
増

（
左

記
の

部
分

）
に

つ
い

て
は

、
地

方
公

共
団

体
の

実
質

的
な

負
担

と
な

ら
な

い
よ

う
別

途
新

た
に

地

【
3歳

～
小

学
校

修
了

前
】

1万
円

3千
円

国
地

方
国

所
得

制
限

額

な
ら

な
い

よ
う

、
別

途
、

新
た

に
地

方
特

例
交

付
金

に
よ

り
措

置
。

（
地

方
特

例
交

付
金

に
つ

い
て

は
、

上
記

の
ほ

か
、

地
方

公
務

員
分

の
増

分
等

を
含

め
、

2
,3

3
7
億

円
。

）
国 1/

3
地

方
2/

3
国

10
/1

0
児

童
手

当
子

ど
も

手
当

【
中

学
生

】

国
10

/1
0

5千
円

又
は

1万
円

8千
円

又
は

3千
円

1万
3千

円

10
/1

0
子

ど
も

手
当
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（
単

位
:百

万
円

）

平
成

22
年

度
予

算
案

子
ど

も
手

当
交

付
金

1,5
99

,20
9

   
・

10
か

月
分

・
支

給
対

象
児

童
1,5

88
万

人
(公

務
員

除
く

。
)

児
童

手
当

交
付

金
70

,67
5

    
    

・
2か

月
分

児
童

育
成

事
業

費
76

,40
9

    
    

子
ど

も
手

当
事

務
取

扱
交

付
金

（
市

町
村

分
）

16
,44

8
    

    
  

子
ど

も
手

当
調

整
事

務
費

補
助

金
（

都
道

府
県

分
）

39
    

    
    

    
 

初
度

経
費

39

※
上

記
に

は
地

方
公

務
員

分
は

含
ま

れ
て

い
な

い
。

事
項

備
考

　
年

金
特

別
会

計
児

童
手

当
勘

定
の

主
な

歳
出

　
（

平
成

2
2

年
度

予
算

案
）

※
子

ど
も

手
当

事
務

取
扱

交
付

金
及

び
子

ど
も

手
当

調
整

事
務

 費
補

助
金

に
つ

い
て

は
、

子
ど

も
手

当
の

創
設

及
び

支
給

対
象

者
の

増
分

に
係

る
支

給
に

要
す

る
事

務
費

（
児

童
手

当
分

を
除

く
）

が
対

象
。

経
常

経
費

9,7
61

、
初

度
経

費
6,6

87
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子
ど

も
手

当
交

付
金

の
算

定
に

つ
い

て
（

検
討

中
）

 
 

  
市

町
村

に
お

け
る

子
ど

も
手

当
（

1万
3千

円
）

の
給

付
費

に
占

め
る

国
、

都
道

府
県

、
市

町
村

の
そ

れ
ぞ

れ
の

費
用

負
担

の
割

合
を

児
童

手
当

分
を

 
含

め
て

計
算

す
る

と
下

表
の

と
お

り
で

あ
り

、
国

庫
負

担
金

（
子

ど
も

手
当

交
付

金
）

は
、

次
に

よ
り

算
定

す
る

こ
と

と
な

る
。

 
 

国
庫

負
担

金
（

子
ど

も
手

当
交

付
金

）
＝

各
々

の
支

払
対

象
児

童
数

×
月

額
（

1万
3千

円
）

×
支

払
月

数
（

10
か

月
）

×
費

用
負

担
の

割
合

 
  

支
給

対
象

児
童

 
国

 
都

道
府

県
 

市
町

村
 

０
歳

～
３

歳
未

満
 

被
用

者
 

11
/1

3 
1/

13
 

1/
13

 
非

被
用

者
 

19
/3

9 
10

/3
9 

10
/3

9 
３

歳
以

上
～

 

小
学

校
修

了
前

 
第

１
子

・
第

２
子

 
29

/3
9 

5/
39

 
5/

39
 

第
３

子
以

降
 

19
/3

9 
10

/3
9 

10
/3

9 
中

学
生

 
10

/1
0 

- 
- 

 
※

上
記

の
負

担
割

合
は

、
子

ど
も

手
当

の
額

（
１

万
３

千
円

）
に

占
め

る
負

担
割

合
を

示
し

た
も

の
で

あ
り

、
国

の
負

担
割

合
に

は
、

児
童

手
当

分
と

子
ど

も
手

当
分

 
の

負
担

が
含

ま
れ

る
。

 
※

所
得

制
限

を
設

け
な

い
た

め
、

特
例

給
付

や
所

得
制

限
超

に
係

る
者

に
つ

い
て

も
、

児
童

手
当

（
小

学
校

修
了

前
特

例
給

付
）

の
費

用
負

担
割

合
を

適
用

。
 

※
上

記
に

は
地

方
公

務
員

分
は

含
ま

れ
て

い
な

い
。
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子
ど
も
手
当
の
円
滑
な
実
施
（
シ
ス
テ
ム
経
費
）

平
成
２
１
年
度
第
二
次
補
正
予

算

○
予
算
額

１
２
３
億
円

○
概
要 子
ど
も
手
当
の
円
滑
な
実
施
を
図
る
た
め
、
そ
の
準
備
の
た
め
の
市
町
村
（
特
別

区
を
含
む
）
に
お
け
る
臨
時
的
な
経
費
と
な
る
シ
ス
テ
ム
経
費
に
つ
き
、
奨
励
的

な
助
成
を
行
う
。

〔
補
助
対
象
〕

市
町
村
（
特
別
区
を
含
む
）

〔
補
助
額
〕

原
則
人

規
模
に
応
じ

補
助

〔
補
助
額
〕

原
則
人
口
規
模
に
応
じ
て
補
助
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平成 22 年度予算における子ども手当等の取扱いについて 

 

 標記について、以下のとおり合意する。 

 

１．子ども手当に関しては、以下の方針に沿って、所要額を平成 22 年度

予算に計上するとともに、平成 22 年度分の支給のための所要の法律

案を次期通常国会に提出する。 

 

（１）中学校修了までの児童を対象に、１人につき月額13,000円を支給

する。 

 

（２）所得制限は設けない。 

 

（３）子ども手当の一部として、児童手当法に基づく児童手当を支給す

る仕組みとし、児童手当分については、児童手当法の規定に基づき、

国、地方、事業主が費用を負担する。 

 

（４）（３）以外の費用については、全額を国庫が負担する。 

 

（５）公務員については、所属庁から支給する。 

 

（６）現行の児童育成事業については、引き続き、事業主拠出金を原資

に実施する。 

 

２．平成 23 年度における子ども手当の支給については、平成 23 年度予

算編成過程において改めて検討し、その結果に基づいて平成 23 年度

以降の支給のための所要の法律案を平成 23 年通常国会に提出す

る。 
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３．子ども手当については、国負担を基本として施行するが、所得税・住

民税の扶養控除の廃止及び特定扶養控除の縮減に伴う地方財政の増

収分については、最終的には子ども手当の財源として活用することが、

国民に負担増をお願いする趣旨に合致する。また、児童手当の地方負

担分についても、国、地方の負担調整を図る必要がある。 

 

４． ３．の趣旨及び平成２２年度予算における取扱いも踏まえ、所得税・

住民税の扶養控除の廃止及び特定扶養控除の縮減に伴う増収分が最

終的に子ども手当の財源に充当され、児童手当の地方負担分の適切

な負担調整が行われるとともに、平成２１年１２月８日の閣議決定に基づ

いて設置される「検討の場」において、幼保一体化等を含む新たな次

世代育成支援対策の検討を進めることと併せて、「地域主権」を進める

観点から、「地域主権戦略会議」において補助金の一括交付金化や地

方が主体的に実施するサービス給付等に係る国と地方の役割分担、経

費負担のあり方の議論を行い、その見直しについて検討を行う。これら

の検討については、平成２３年度予算編成過程において結論を得て、

順次、必要な措置を講ずるものとする。 

 

平成２１年１２月２３日 

    

国家戦略担当・内閣府特命担当大臣 

 

 

   総 務 大 臣 

 

 

   財 務 大 臣 

 

 

   厚生労働大臣 
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階層区分 ３歳未満児の場合 ３歳以上児の場合

第１階層 ０円 ０円

第２階層
市町村民税非課
税世帯

９，０００円 ６，０００円

第３階層
市町村民税課税
世帯

１９，５００円 １６，５００円

第４階層 40,000円未満 ３０，０００円
２７，０００円

（保育単価限度）

第５階層
40,000円以上
103,000円未満

４４，５００円
４１，５００円

（保育単価限度）

第６階層
103,000円以上
413,000円未満

６１，０００円
５８，０００円

（保育単価限度）

第７階層
413,000円以上
734,000円未満

８０，０００円
（保育単価限度）

７７，０００円
（保育単価限度）

第８階層 734,000円以上
１０４，０００円

（保育単価限度）
１０１，０００円

（保育単価限度）

第１階層を除き、前
年分の所得税課税
世帯であって、その
所得税の額の区分
が次の区分に該当
する世帯

徴収金基準額（月額）各月初日の入所児童の属する世帯の階層区分

平成２２年度保育所運営費国庫負担金における
保育所徴収金基準額表（案）

定　　　　　　義

生活保護法による被保護世帯（単給
世帯を含む）

第１階層及び第４～
第７階層を除き、前
年度分の市町村民
税の額の区分が次
の区分に該当する
世帯
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仕
事

と
家

庭
の

両
立

支
援

対
策

の
概

要

育
児

・
介

護
休

業
法

等
の

施
行

育
児

・
介

護
休

業
法

等
の

施
行

事
業

主
へ

の
支

援
・
取

組
促

進
事

業
主

へ
の

支
援

・
取

組
促

進
労

働
者

へ
の

支
援

労
働

者
へ

の
支

援
育

児
・
介

護
休

業
法

等
の

施
行

育
児

・
介

護
休

業
法

等
の

施
行

妊
娠
・
出
産
後
の
母
性
保
護
、
母
性

健
康
管

理

事
業

主
へ

の
支

援
・
取

組
促

進
事

業
主

へ
の

支
援

・
取

組
促

進

次
世
代
法
に
基
づ
く
事
業
主
の
取
組

推
進

労
働

者
へ

の
支

援
労

働
者

へ
の

支
援

保
育

ニ
ー
ズ
へ

の
対

応

・
産
前
産
後
休
業
（
産
前
６
週
、
産
後
８
週
）

・
軽
易
な
業
務
へ
の
転
換
、
時
間
外
労
働
・
深

夜
業

の
制

限

・
仕
事
と
家
庭
を
両
立
し
や
す
い
環
境
の
整
備
等

に
関
す
る
行
動
計
画
の
策
定
・
公
表
・
従
業
員

へ
の
周
知

（
３
０
１
人
以
上
は
義
務
、
３
０
０
人
以
下
は
努
力
義
務

・
「
新
待
機
児
童
ゼ
ロ
作
戦
」
の
推
進
、
延
長
保
育

や
休
日
保
育
な
ど
多
様
な
保
育
サ
ー
ビ
ス
の
実

施

・
放

課
後

児
童

ク
ラ
ブ
の
推
進

・
医
師
の
指
導
等
に
基
づ
き
、
通
勤
緩
和
、
休
憩
、

休
業
等
の
措
置
を
事
業
主
に
義
務
づ
け

・
妊
娠
・
出
産
を
理
由
と
す
る
解
雇
の
禁
止

等

※
平
成
２
３
年
４
月
か
ら
１
０
１
人
以
上
は
義
務
）

・
計
画
に
定
め
た
目
標
の
達
成
な
ど
、
一
定
の
基

準
を
満

た
し
た
企

業
を
認

定
（
く
る
み

ん
マ
ー
ク
）

放
課

推

・
「
フ
ァ
ミ
リ
ー
・
サ

ポ
ー
ト
・セ

ン
タ
ー
」
の

設
置
促

進 育
児
等
に
よ
り
い

た
ん
離
職
し
た
方

仕
事
と
家
庭
を
両
立
し
や
す
い
諸
制

度
の

整
備

・
子
が
満
１
歳
（
両
親
と
も
に
育
児
休
業
を
取
得
し

た
場

合
、
１
歳
２
ヶ
月

※
）ま

で
（
保

育
所
に
入

所

助
成
金
を
通
じ
た
事
業
主
へ
の
支
援

・
事
業
所
内
保
育
施
設
、
短
時
間
勤
務
制
度
な
ど
、

両
立
支
援
に
取
り
組
む
事
業
主
へ
各
種
助
成

金
を
支

給

育
児
等
に
よ
り
い
っ
た
ん
離
職
し
た
方

へ
の
再
就
職
・
再
就
業
支
援

・
登
録
制
に
よ
る
定
期
的
な
情
報
提
供
、
個
々
の

希
プ

策
援

場
合

、
歳

ヶ
月

）
（
保

育
所

入
所

で
き
な
い
場
合
等
は
最
大
１
歳
半
ま
で
）
の
育
児

休
業

等
の

権
利

を
保

障

・
子
が
３
歳
に
達
す
る
ま
で
の
短
時
間
勤
務
制
度
、

所
定
外
労
働
の
免
除
を
事
業
主
に
義
務
づ
け

※

金
を
支

給

表
彰
等
に
よ
る
事
業
主
の
意
識
醸
成

・
仕
事
と
家
庭
の
バ
ラ
ン
ス
に
配
慮
し
た
柔
軟
な

働
き
方
が
で
き
る
企
業
を
表
彰
（
均
等

両
立
推

希
望
に
応
じ
た
再
就
職
プ
ラ
ン
の
策

定
支
援

・
「
マ
ザ
ー
ズ
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
」
等
で
、
担
当
者
制

に
よ
る
き
め
細
か
い
相
談
等
の
支
援

メ
ン
タ

紹
介
事
業
の
実
施
等
に
よ
る
起
業
支

・
育
児

休
業

を
取
得

し
た
こ
と
等

を
理

由
と
す
る
解

雇
そ
の

他
の

不
利

益
取

扱
い
の

禁
止

等

※
平

成
21

年
７
月

１
日

公
布

の
改

正
法

に
よ
り
拡

充
。
施

行
日

は
原
則
と
し
て
平
成
２
２
年
６
月
３
０
日
。

働
き
方

が
で
き
る
企

業
を
表

彰
（
均

等
・両

立
推

進
企
業
表
彰
）

・
両
立
の
し
や
す
さ
を
点
検
・
評
価
す
る
た
め
の

「
両
立
指
標
」
の
開
発
・
普
及

・
メ
ン
タ
ー
紹
介
事
業
の
実
施
等
に
よ
る
起
業
支

援

希
望

す
る

方
す

べ
て

が
子

育
て

等
を

し
な

が
ら

安
心

し
て

働
く

こ
と

が
で

き
る

社
会

の
実

現
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育
児

休
業

、
介

護
休

業
等

育
児

又
は

家
族

介
護

を
行

う
労

働
者

の
福

祉
に

関
す

る
法

律
及

び
雇

用
保

険
法

の
一

部
を

改
正

す
る

法
律

の
概

要

少
子

化
対

策
の

観
点

か
ら

、
喫

緊
の

課
題

と
な

っ
て

い
る

仕
事

と
子

育
て

の
両

立
支

援
等

を
一

層
進

め
る

た
め

、
男

女
と

も
に

子
育

て
等

を
し

な
が

ら
働

き
続

け
る

こ
と

が
で

き
る

雇
用

環
境

を
整

備
す

る
。

○
３
歳

ま
で
の

子
を
養

育
す
る
労

働
者

に
つ
い
て
、
短

時
間

勤
務

制
度

（
１
日

６
時

間
）
を
設

け
る
こ
と
を
事

業
主

の
義

務
と
し
、

労
働

者
か

ら
の

請
求

が
あ
っ
た
と
き
の

所
定

外
労

働
の

免
除

を
制

度
化

す
る
。

看
休

度
を
拡

充
す

学
校

就
学

前
が

あ
ば

年
ど

あ
ば

年

１
子

育
て
期

間
中

の
働

き
方

の
見

直
し

○
子
の

看
護

休
暇
制

度
を
拡
充
す
る
（
小

学
校

就
学

前
の

子
が
、
１
人

で
あ
れ
ば

年
５
日

（
現

行
ど
お
り
）
、
２
人

以
上

で
あ
れ

ば
年

１
０
日

）
。

○
父

母
が

と
も
に
育

児
休

業
を
取

得
す
る
場

合
、
１
歳

２
か

月
（
現

行
１
歳

）
ま
で
の

間
に
、
１
年

間
育

児
休

業
を
取

得
可

能
と
す
る
（
パ

パ
・
マ
マ

２
父

親
も
子

育
て
が

で
き
る
働

き
方

の
実

現

○
父

母
が

と
も
に
育

児
休

業
を
取

得
す
る
場

合
、
１
歳

２
か

月
（
現

行
１
歳

）
ま
で
の

間
に
、
１
年

間
育

児
休

業
を
取

得
可

能
と
す
る
（
パ

パ
マ
マ

育
休

プ
ラ
ス
）
。

○
父

親
が

出
産

後
８
週

間
以

内
に
育

児
休

業
を
取

得
し
た
場

合
、
再

度
、
育

児
休

業
を
取

得
可

能
と
す
る
。

○
配

偶
者

が
専

業
主

婦
（
夫

）
で
あ
れ

ば
育

児
休

業
の

取
得

不
可

と
す
る
こ
と
が

で
き
る
制

度
を
廃

止
す
る
。

※
れ
ら
に
あ
わ
せ

育
児
休
業
給
付
に

い
て
も
所
要
の
改
正

※
こ
れ
ら
に
あ
わ
せ

、
育
児
休
業
給
付
に
つ
い
て
も
所
要
の
改
正

○
介

護
の

た
め
の

短
期

の
休

暇
制

度
を
創

設
す
る
（
要

介
護

状
態

の
対

象
家

族
が

、
１
人

で
あ
れ

ば
年

５
日

、
２
人

以
上

で
あ
れ

ば
年

１
０
日

）
。

３
仕

事
と
介

護
の

両
立

支
援

○
苦

情
処

理
・
紛

争
解

決
の

援
助

及
び
調

停
の

仕
組

み
を
創

設
す
る
。

勧
告

従
わ
な

合
表
制
度

び
報

告
を
求

合
報

告
を

ず
虚

偽
報

告
を

者
す

料
を
創

す

４
実

効
性

の
確

保

○
勧
告
に
従
わ
な
い
場

合
の
公

表
制
度

及
び

報
告
を
求

め
た
場

合
に
報

告
を
せ

ず
、
又

は
虚
偽

の
報

告
を
し
た
者

に
対

す
る
過

料
を
創

設
す
る
。

【
施

行
期

日
】

平
成

２
２

年
６

月
３

０
日

（
た

だ
し

、
一

部
の

規
定

は
、

常
時

１
０

０
人

以
下

の
労

働
者

を
雇

用
す

る
事

業
主

に
つ

い
て

は
３

年
以

内
の

政
令

で
定

め
る

日
。

）

４
の

う
ち

、
調

停
に

つ
い

て
は

平
成

２
２

年
４

月
１

日
、

そ
の

他
は

平
成

２
１

年
９

月
３

０
日

。
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父
親
も
子
育
て
が
で
き
る
働
き
方
の
実
現

（
１

）
父

母
と

も
に

育
児

休
業

を
取

得
す

る
場

合
の

育
児

休
業

取
得

可
能

期
間

の
延

長
（

１
）

父
母

と
も

に
育

児
休

業
を

取
得

す
る

場
合

の
育

児
休

業
取

得
可

能
期

間
の

延
長

○
父
母
と
も
に
育
児
休
業
を
取
得
す
る
場
合

、
子
が
１
歳
２
か
月
に
達
す
る
ま
で
の
間
に
、
１
年
ま
で
休
業
す
る
こ
と
を
可
能
と
す
る
。

出
生

１
歳

８
週

間
１

歳
２

か
月

（
１

）
父

母
と

も
に

育
児

休
業

を
取

得
す

る
場

合
の

育
児

休
業

取
得

可
能

期
間

の
延

長
（

１
）

父
母

と
も

に
育

児
休

業
を

取
得

す
る

場
合

の
育

児
休

業
取

得
可

能
期

間
の

延
長

父
（
ま
た
は
母
）
、
交
替
。
２
か

例
①

母
産

休
母

父

月
延
長
可
能
。
（
父
母
そ
れ
ぞ
れ

が
１
年
を
超
え
な
い
範
囲
内
）

母

父

例
②

母
産

休

○
配
偶
者
の
出
産
後
８
週
間
以
内
に
、
父
親

が
育
児
休
業
を
取
得
し
た
場
合
に
は
、
特
例
と
し
て
育
児
休
業
を
再
度
取
得
で
き
る
よ
う
要
件
を
緩
和
す
る
。

（
２

）
出

産
後

８
週

間
以

内
の

父
親

の
育

児
休

業
取

得
促

進
（

２
）

出
産

後
８

週
間

以
内

の
父

親
の

育
児

休
業

取
得

促
進

出
生

１
歳

８
週

間

（
母

産
休
）

父
２
度
目

理
由
無
く
と
も
２
度

目
取
得
可
能
。

（
３

）
労

使
協

定
に

よ
る

専
業

主
婦

（
夫

）
取

得
除

外
規

定
の

廃
止

（
３

）
労

使
協

定
に

よ
る

専
業

主
婦

（
夫

）
取

得
除

外
規

定
の

廃
止

父
１
度
目

（
３

）
労

使
協

定
に

よ
る

専
業

主
婦

（
夫

）
取

得
除

外
規

定
の

廃
止

（
３

）
労

使
協

定
に

よ
る

専
業

主
婦

（
夫

）
取

得
除

外
規

定
の

廃
止

○
労
使
協
定
を
定
め
る
こ
と
に
よ
り
、
配
偶
者
が
専
業
主
婦
（
夫
）
で
あ
る
場
合
等
、
常
態
と
し
て

子
を
養
育
す
る
こ
と
が
で
き
る
労
働
者
か
ら
の
育
児
休
業

取
得
の
申
出
を
事
業
主
が
拒
む
こ
と
を
可
能
と
し
て
い
る
制
度
を
廃
止
す
る
。

－81－



育
児

・
介

護
休

業
制

度
の

見
直

し
に
つ
い
て
（
イ
メ
ー
ジ
）

現
行

改
正

後
育
児

育
児

出
生

1歳
3歳

就
学

育
児
休

業
１
歳

ま
で
請

求
で
き
る
権

利
。
保
育

所
に
入

所
で
き
な
い
等

一
定
の
場
合
は
１
歳
半
ま
で
延
長
可
能

育
児
休

業

１
歳
（
両
親
と
も
に
育
児
休
業
を
取
得
し
た
場
合
、
１
歳
２
か
月
）

ま
で
請
求
で
き
る
権
利
。
保
育
所
に
入
所
で
き
な
い
等
一
定
の

場
合

は
１
歳

半
ま
で
延

長
可

能

パ
パ
・
マ
マ
育
休
プ
ラ
ス

出
生

1歳
3歳

就
学

勤
務
時
間
短
縮
等
の
措
置

①
勤

務
時

間
の
短

縮
②
所

定
外

労
働
の

免
除

③
フ
レ
ッ
ク
ス
タ
イ
ム

場
合

は
１
歳

半
ま
で
延

長
可

能

所
定
労
働
時
間
の
短
縮
措
置

所
定
外
労
働
の
免
除

※
適

用
除

外
あ

り

努
力
義
務

事
業
主
に
い
ず
れ

か
の
措
置

を
講
ず
る
こ

④
始

業
・
終

業
時

刻
の

繰
り
上

げ
下
げ

⑤
託
児
施

設
の

設
置

運
営

⑥
⑤
に
準
ず
る
便
宜
の
供
与

⑦
育
児
休
業
に
準
ず
る
制
度

措
置

③
フ
レ
ッ
ク
ス
タ
イ
ム

④
始

業
・
終

業
時

刻
の

繰
り
上

げ
下
げ

⑤
託
児

施
設

の
設

置
運

営
⑥
⑤
に
準
ず
る
便
宜
の
供
与

所
定
外
労
働
の
免
除

努
力

義
務

※
の

う
ち

、
業

務
の

性
質

等
に

照
ら

し
て

適
用

除
外

と
な

る
労

働
者

に
つ

い
て

は
、

③
～

⑦
ま

で
の

い
ず

れ
か

の
措

事
業
主
に
い
ず
れ

か
の
措
置

を
講
ず
る
こ

と
を
義
務
付
け

子
の
看
護
休
暇
（
年
５
日
ま
で
）

子
の
看
護
休
暇

（
子

１
人

に
つ
き
年

５
日

ま
で
、
年

10
日
を
上
限
）

⑥
⑤
に
準
ず
る
便
宜
の
供
与

⑦
育
児
休
業
に
準
ず
る
措
置

～
⑦

ま
で

の
い

ず
れ

か
の

措
置

を
講

ず
る

こ
と

を
義

務
付

け
（

子
が

３
歳

ま
で

）

法
定
時
間
外
労
働
の
制
限

（
月

24
H
、
年

15
0H

ま
で
）

深
夜
業
の
免
除

法
定
時
間
外
労
働
の
制
限

（
月

24
H
、
年

15
0H

ま
で
）

深
夜
業
の
免
除

介
護

休
業

（
対

象
家

族
１
人

に
つ
き

93
日
ま
で
）

介
護

介
護

介
護

休
業

（
対

象
家

族
１
人

に
つ
き

93
日
ま
で
）

介
護
休
暇

（
家

族
１
人

に
つ
き
年

５
日

ま
で
、
年

10
日
を
上
限
）

勤
務
時
間
短
縮
等
の
措
置
（
介
護
休
業
と
あ
わ
せ
て

93
日
ま
で
）

所
定
労
働
時
間
短
縮
等
の
措
置
（
介
護
休
業
と
あ
わ
せ
て

93
日
ま
で
）
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育児･介護休業法の概要

※下線部は、平成２１年６月の法改正により改正された部分。

施行日：原則として平成22年6月30日（ただし、４，５，６については100人以下企業は平成24年6月30日（予定））

１ 育児休業制度
労働者（日々雇用される者を除く。以下同じ。）は、その事業主に申し出ることにより、子が１歳に

達するまで（両親ともに育児休業を取得する場合は、子が１歳２か月に達するまでの間に１年間）の
間（子が１歳を超えても休業が必要と認められる一定の場合には、子が１歳６か月に達するまで）、
育児休業をすることができる。
※ 育児休業については、次のいずれにも該当する有期契約労働者も対象

① 同一の事業主に引き続き雇用された期間が１年以上であること
② 子が１歳に達する日を超えて引き続き雇用されることが見込まれること（子が１歳に達する日から１年

を経過する日までに雇用関係が終了することが申出時点において明らかである者を除く）

２ 介護休業制度
労働者は、その事業主に申し出ることにより、対象家族１人につき、常時介護を必要とする状態

に至るごとに１回、通算して93日まで、介護休業をすることができる。
※※ 介護休業についても同様の考え方で有期契約労働者も対象

３ 子の看護休暇制度
小学校入学までの子を養育する労働者は、その事業主に申し出ることにより、小学校就学前の

子が１人であれば年に５日まで、２人以上であれば年10日まで、病気・けがをした子の看護のため
に、休暇を取得することができる。

４ 介護休暇制度
要介護状態にある対象家族の介護を行う労働者は、その事業主に申し出ることにより、要介護

状態にある対象家族が１人であれば年に５日まで、２人以上であれば年１０日まで、介護のために、
休暇を取得することができる。

５ 短時間勤務等の措置
事業主は、３歳に満たない子を養育する労働者であって育児休業をしていないものについて、

労働者の申出に基づく短時間勤務の措置を講じなければならない。
事業主は、常時介護を必要とする状態にある対象家族の介護を行う労働者で介護休業をしてい

ないものについて、次のいずれかの措置を講じなければならない。
短時間勤務制度、フレックスタイム制、始業・終業時刻の繰り上げ下げ、介護費用の援助措置

６ 所定外労働の免除
事業主は、３歳に満たない子を養育する労働者が請求した場合は、所定労働時間を超えて労働

させてはならない。

７ 時間外労働の制限
事業主は、小学校入学までの子を養育し、又は常時介護を必要とする状態にある対象家族の

介護を行う労働者が請求した場合は、１か月24時間、１年150時間を超えて時間外労働をさせては
ならない。

８ 深夜業の制限
事業主は、小学校入学までの子を養育し、又は常時介護を必要とする状態にある対象家族の

介護を行う労働者が請求した場合は、深夜において労働させてはならない。

９ 不利益取扱いの禁止
事業主は、労働者が上記１～８の申出をしたこと等を理由として解雇その他不利益な取扱いをし

てはならない。（※４～８については、今回の法改正により追加）

10 転勤についての配慮
事業主は、労働者の転勤については、その育児又は介護の状況に配慮しなければならない。
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次
世
代
育
成
支
援
対
策
推
進
法
（
改
正

後
の
概
要
）

（
平

成
１
７
年

４
月

か
ら
１
０
年

間
の

時
限

立
法

）

行
動

計
画

策
定

指
針

○
地
方
公
共
団
体
及
び
事
業
主
に
対
し
、
次
世
代
育
成
支
援
の
た
め
の
行
動
計
画
の
策
定
を
義
務
づ
け
、
1
0
年
間
の
集
中

的
・
計

画
的

な
取

組
を
推

進

行
動

計
画

策
定

指
針

○
国
に
お
い
て
地
方
公
共
団
体
及
び
事
業
主
が
行
動
計
画
を
策
定
す
る
際
の
指
針
を
策
定
。

※
国

は
、
市

町
村

行
動

計
画

に
お
い
て
、
保

育
の

実
施

の
事

業
、
放

課
後

児
童

健
全

育
成

事
業

等
に
関

す
る
事

項
（
量

）
を
定

め
る
に
際

し
て
参

考
と

す
べ

き
標

準
（
参

酌
標

準
）
を
定

め
る
。

地
方

公
共

団
体

行
動

計
画

の
策

定
事

業
主

行
動

計
画

の
策

定
・
公

表
・
周

知
①

般
事

業
主

行
動

計
（
企

業
等

）
①
市
町
村
行
動
計
画

②
都
道
府
県
行
動
計
画

地
域
住
民
の
意
見
の
反
映

労
使
の
参
画

①
一
般

事
業
主
行
動
計

画
（
企

業
等

）
→

大
企

業
（
３
０
１
人

以
上

）
：
義

務
中

小
企

業
（
１
０
１
人

以
上

）
：
義

務
（
2
3
年

４
月

～
）

中
小

企
業

（
１
０
０
人

以
下

）
：
努

力
義

務
→
地
域
住
民
の
意
見
の
反
映
、
労
使
の
参
画

、
計
画
の
内
容
・
実
施
状
況
の
公
表
、
定
期
的
な

評
価
・
見
直
し

等

中
小

企
業

（
１
０
０
人

以
下

）
：
努

力
義

務
一
定
の
基
準
を
満
た
し
た
企
業
を
認
定

（
く
る
み
ん
マ
ー

ク
）

②
特

定
事

業
主

行
動

計
画

（
国

・
地

方
公

共
団

体
等

）

次
世

代
育

成
支

援
対

策
地

域
協

議
会

次
世

代
育

成
支

援
対

策
推

進
セ
ン
タ
ー

施
策

・
取

組
へ

の
協

力
等

策
定
支
援
等

次
世

代
育

成
支

援
対

策
地

域
協

議
会

・
都
道
府
県
、
市
町
村
、
事
業
主
、
労
働
者
、
社
会

福
祉
・
教

育
関
係
者
等
が
組
織

次
世

代
育

成
支

援
対

策
推

進
セ
ン
タ

・
事
業
主
団
体
等
に
よ
る
情
報
提
供
、
相
談
等
の

実
施
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次
世

代
法

に
基

づ
く
企

業
の

行
動

計
画

策
定

・
実

施
に
つ
い
て

［
平

成
１
７
年

４
月

１
日

～
］

［
平

成
１
９
年

４
月

１
日

～
］

・
大

企
業

（
３
０
１
人

以
上

）
→
義

務
・
各

都
道

府
県

労
働

局
に

届
出

・
次

期
行

動
計

画
の

策
・
一

定
の

基
準

を
満

た
す

業
を

定

行
動
計

画
の

策
定

届
出

・
実

施
計

画
終

了
・
目

標
達

成
厚
生
労
働
大
臣
に
よ
る

認
定

・
中

小
企

業
（
３
０
０
人

以
下

）
→
努

力
義

務

※
改
正
法
に
よ
り
平
成
２
３
年
４
月
か

ら
１
０
１
人
以
上
に
義
務
化

・
計

画
の

公
表

・
従

業
員

へ
周

知
（
※

H
２
１
年

４
月

か
ら
）

・
目
標
達
成
に
向
け
て
計

画
実

施

定
・
実

施

・
認

定
の

申
請

す
企

業
を
認
定

・
企

業
は

商
品

等
に
認

定
マ
ー
ク
を
使
用
可

認
定

基
準

・
行

動
計

画
の

期
間

が
２
年

以
上

５
年

行
動

計
画

例
１

計
画

期
間

平
成

○
年

○
月

○
日
～

平
成
○
年
○
月
○
日
ま
で

○
届
出
状
況
（
平
成
２
１
年
９
月
末
時
点
）

３
０
１
人
以
上
企
業
の
９
８
．
２
％

９
８
．
２
％

３
０
０
人
以
下
企
業

２
１
，
０
７
０
社

２
１
，
０
７
０
社

（（
人

上
人

上
人

企
業

人
企
業

））
・
行

動
計

画
の

期
間

が
、
２
年

以
上

５
年

以
下
で
あ
る
こ
と
。

・
策
定
し
た
行
動
計
画
を
実
施
し
、
そ
れ
に

定
め
た
目
標
を
達
成
し
た
こ
と
。

１
計
画

期
間

平
成
○
年
○
月
○
日

平
成
○
年
○
月
○
日
ま
で

２
内
容

目
標
１

計
画
期
間
内
に
育
児
休
業
の
取
得
状
況
を
次
の
水
準
に
す
る

男
性

：
年

に
○

人
以

上
取
得

女
性

取
得

率
○

％
以

上

（（
10
1

10
1人

以
上

人
以
上
30
0

30
0人

以
下
企
業

の
８

人
以
下
企
業

の
８
..１
％
）

１
％
）

規
模
計
届
出
企
業
数

規
模
計
届
出
企
業
数

３
４
，
５
４
８
社

３
４
，
５
４
８
社

○
認
定
状
況
（
平
成
２
１
年
９
月
末
時
点
）

認
定
企
業

７
８
０
社

・
３
歳
か
ら
小
学
校
に
入
学
す
る
ま
で
の

子
を
持

つ
労

働
者

を
対

象
と
す
る
「
育

児
休

業
の

制
度

ま
た
は

勤
務

時
間

短
縮

等
の

措
置

に
準

ず
る
措

置
」
を
講

じ
て
い
る
こ

女
性

：
取
得

率
○

％
以

上

対
策

平
成

○
年

○
月

管
理

職
を
対

象
と
し
た
研

修
の

実
施

平
成
○
年
○
月

育
児
休
業
中
の
社
員
で
希
望
す
る
者
を
対
象

と
す
る
職
場
復
帰
の
た
め
の
講
習
会
を
年
に

の
措

置
に
準

ず
る
措

置
」
を
講

じ
て
い
る
こ

と
。

・
計

画
期

間
内

に
、
男

性
の

育
児

休
業

等
取

得
者

が
お
り
、
か

つ
、
女

性
の

育
児

休

○
回

実
施

目
標
２

ノ
ー
残
業
デ
ー
を
月
に
１
日
設
定
す
る
。

対
策

平
成
○
年
○
月

部
署
ご
と
に
検
討
グ
ル
ー
プ
を
設
置

平
成
○
年
○
月

社
内
報
な
ど
で
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
を
行
う

業
等

取
得

率
が

７
０
％

以
上

だ
っ
た
こ
と
。

な
ど

目
標

○
・
・
・

対
策

・
・
・

・ ・ ・
次

世
代

認
定

マ
ー
ク
「
く
る
み

ん
」
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（Ａ） (Ｂ) （Ｃ） （（Ｃ）/（Ａ）×１００)％ （Ｄ） （（Ｄ）/（Ｂ）×１００)％

1 北海道 427 1,867 1,105 413 96.7% 692 76 4.1% 616 8
2 青森県 103 286 280 103 100.0% 177 58 20.3% 119 5
3 岩手県 104 264 312 100 96.2% 212 40 15.2% 172 2
4 宮城県 195 632 427 195 100.0% 232 53 8.4% 179 6
5 秋田県 79 271 315 76 96.2% 239 53 19.6% 186 3
6 山形県 98 350 300 96 98.0% 204 24 6.9% 180 2
7 福島県 165 365 392 165 100.0% 227 51 14.0% 176 3
8 茨城県 198 651 410 187 94.4% 223 44 6.8% 179 6
9 栃木県 131 442 629 131 100.0% 498 37 8.4% 461 4

10 群馬県 144 650 534 140 97.2% 394 36 5.5% 358 6
11 埼玉県 351 985 847 349 99.4% 498 67 6.8% 431 11
12 千葉県 320 1,231 647 311 97.2% 336 63 5.1% 273 11
13 東京都 3,978 7,743 8,198 3,962 99.6% 4,236 446 5.8% 3,790 387
14 神奈川県 743 2,114 1,316 728 98.0% 588 127 6.0% 461 21
15 新潟県 218 720 623 218 100.0% 405 51 7.1% 354 4
16 富山県 109 458 749 108 99.1% 641 103 22.5% 538 8
17 石川県 121 370 1,090 121 100.0% 969 318 85.9% 651 7
18 福井県 60 218 567 59 98.3% 508 36 16.5% 472 4
19 山梨県 54 259 229 54 100.0% 175 29 11.2% 146 2
20 長野県 209 762 593 204 97.6% 389 30 3.9% 359 17
21 岐阜県 167 593 504 163 97.6% 341 41 6.9% 300 17
22 静岡県 323 950 771 298 92.3% 473 65 6.8% 408 7
23 愛知県 890 2,263 1,723 862 96.9% 861 146 6.5% 715 38
24 三重県 139 550 327 137 98.6% 190 39 7.1% 151 4
25 滋賀県 89 253 649 88 98.9% 561 50 19.8% 511 4
26 京都府 263 559 562 263 100.0% 299 49 8.8% 250 17
27 大阪府 1,322 2,589 1,976 1,282 97.0% 694 106 4.1% 588 81
28 兵庫県 462 1,537 1,083 462 100.0% 621 120 7.8% 501 25
29 奈良県 70 282 168 70 100.0% 98 22 7.8% 76 3
30 和歌山県 48 137 150 47 97.9% 103 15 10.9% 88 3
31 鳥取県 42 171 166 40 95.2% 126 12 7.0% 114 1
32 島根県 45 224 282 43 95.6% 239 22 9.8% 217 1
33 岡山県 196 470 578 192 98.0% 386 48 10.2% 338 8
34 広島県 336 1,039 1,008 328 97.6% 680 94 9.0% 586 10
35 山口県 108 456 569 104 96.3% 465 35 7.7% 430 2
36 徳島県 43 188 184 43 100.0% 141 22 11.7% 119 2
37 香川県 100 344 258 98 98.0% 160 32 9.3% 128 7
38 愛媛県 129 266 286 129 100.0% 157 17 6.4% 140 3
39 高知県 54 242 245 54 100.0% 191 31 12.8% 160 1
40 福岡県 446 1,030 1,026 438 98.2% 588 73 7.1% 515 11
41 佐賀県 62 272 192 60 96.8% 132 30 11.0% 102 0
42 長崎県 89 429 288 89 100.0% 199 40 9.3% 159 0
43 熊本県 124 556 392 123 99.2% 269 31 5.6% 238 4
44 大分県 64 312 505 61 95.3% 444 34 10.9% 410 1
45 宮崎県 78 331 309 76 97.4% 233 33 10.0% 200 2
46 鹿児島県 140 474 498 129 92.1% 369 40 8.4% 329 8
47 沖縄県 86 253 286 79 91.9% 207 34 13.4% 173 3

13,722 37,408 34,548 13,478 98.2% 21,070 3,023 8.1% 18,047 780合         計

（イ）
内、常時雇用労働
者１００人以下の
企業数届出率

都道府県別一般事業主行動計画策定届の届出及び認定状況

認定企業数

②
内、常時雇用
労働者３００
人以下の企
業数

①
内、常時雇用
労働者３０１
人以上の企
業数

一般事業
主行動計
画策定届
提出企業
数 届出率

（ア）
内、常時雇用
労働者１０１
人以上の企
業数

常時雇用労
働者３０1人
以上の企業
数

常時雇用労
働者１０１人
以上３００人
以下の企業
数

 （平成２１年９月末現在）
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１　放課後児童健全育成事業(放課後児童クラブ）費 １　放課後児童健全育成事業(放課後児童クラブ）費

（１）開設日数２５０日以上 （１）開設日数２５０日以上

①児童数１０～１９人1,041千円 ①児童数１０～１９人 995千円

②児童数２０～３５人1,885千円 ②児童数２０～３５人1,630千円

③児童数３６～４５人3,026千円 ③児童数３６～７０人2,426千円

④児童数４６～５５人2,873千円

⑤児童数５６～７０人2,719千円

⑥児童数７１人以上 2,566千円 ④児童数７１人以上 3,222千円

⑦開設日数加算 13千円 ⑤開設日数加算 13千円

⑧長時間開設加算 ⑥長時間開設加算

（ア）平日分 215千円 （ア）平日分 202千円

（イ）長期休暇等分 97千円 （イ）長期休暇等分 91千円

（２）特例分（開設日数２００～２４９日） （２）特例分（開設日数２００～２４９日）

①児童数２０人以上 1,814千円 ①児童数２０人以上 1,651千円

②長時間開設加算 215千円 ②長時間開設加算 202千円

２　放課後子ども環境整備事業費 ２　放課後子ども環境整備事業費

（１）放課後児童クラブ設置促進事業 （１）放課後児童クラブ設置促進事業

7,000千円 7,000千円

（２）放課後児童クラブ環境改善事業 （２）放課後児童クラブ環境改善事業

1,000千円 1,000千円

（３）放課後児童クラブ障害児受入促進事業 （３）放課後児童クラブ障害児受入促進事業

1,000千円 1,000千円

３　放課後児童クラブ支援事業費 ３　放課後児童クラブ支援事業費

（１）ボランティア派遣事業 （１）ボランティア派遣事業

463千円 454千円

（２）放課後子どもプラン実施支援等事業

750千円

（２）放課後児童等の衛生・安全対策事業 （３）放課後児童等の衛生・安全対策事業

584千円 584千円

（３）障害児受入推進事業 （４）障害児受入推進事業

1,472千円 1,421千円

４　放課後児童指導員等資質向上事業費 ４　放課後児童指導員等資質向上事業費

950千円 950千円

平成２２年度基準額（案） 平成２１年度基準額

平成２２年度　放課後子どもプラン推進事業費補助金
放課後児童健全育成事業等分単価（基準額）（案）
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「地域子育て環境づくり支援事業」について 

 

（ 参 照 ）  

■ 「児童環境づくり基盤整備事業の実施について」（平成９年６月５日児発第３９６

号）別添７「地域子育て環境づくり支援事業実施要綱」 

■ 「児童環境づくり基盤整備事業の国庫補助について」（平成９年６月５日厚生省

発児第７２号） 

 

（事業内容） 地域における子育て支援活動が強化されるよう、児童委員（主任児童

委員を含む）等に対して、基本的な活動方法や技法等を習得するための

研修及び地域における子育て支援活動を継続的に実施するための協議

会を実施する事業、また、地域の子育て家庭に幅広く児童委員等の活動

を知ってもらうことを目的として、児童委員等を講師として招いての子育

てセミナー等を実施する事業。 

 

（実施主体） 都道府県・指定都市・中核市 

 

（補 助 率 ） １／３（負担割合 国１／３、都道府県・指定都市・中核市２／３） 

 

（基 準 額 ） 都道府県・指定都市・中核市１か所当たり年額   

（平成２２年度（案）） ９３５，０００円 
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島
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9
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熊
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額

（
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妊
婦
健
康
診

査
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公
費
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の
状

況
に

つ
い
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（

平
成

２
１
年
４
月
１
日
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在
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区
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村
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1
4
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無
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市
区
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村
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「
人
身
取
引
対
策
行
動
計
画
２
０
０
９
」
の
概
要

現
行
計
画
（
平
成

16
年

12
月
策
定

）
在

留
資

格
「
興

行
」
に
係

る
上
陸

許
可
基

準
の
見

直
し
、
人

身
売
買

罪
の
創

設
、
取

締
り
の

徹
底
、
被
害

者
へ
の

在
留
特

別
許
可

の
付
与

を
可
能

と
す
る
入

管
法
の

改
正

等
各

種
施

策
を
着

実
に
実

施
⇒

我
が
国
の
人
身
取
引
対
策
は
大
き
く
前
進
（
人
身
取
引
事
犯
の
減
少

適
切
な
被
害
者
保
護
等
）

等
各

種
施

策
を
着

実
に
実

施
⇒

我
が
国
の
人
身
取
引
対
策
は
大
き
く
前
進
（
人
身
取
引
事
犯
の
減
少
、
適
切

な
被
害
者
保
護
等
）

国
内
情
勢

被
害
者
の
在
留
資
格
に
つ
い
て
、
「
日
本
人
の
配
偶
者
等
」
の
割
合
が
増
加

す
る
な
ど
、
人
身
取
引
手
口
が
巧
妙
化
・
潜
在
化
し
て
い
る
と
の
指
摘

国
際
的
な
関
心
の
高
さ

国
連
特
別
報
告
者
の

見
解

「
日
本
が
多
く
の
人
身
取
引
被
害
者
の
目
的
地
国
と
な
っ
て
い
る
」

⇒
内

外
か

ら
の

指
摘

を
踏

ま
え
、
人

身
取

引
を
取

り
巻

く
情

勢
に
真

摯
に
対

応
す
る
必

要

人
身
取
引
の
実
態
把
握
の
徹
底

総
合
的
・
包
括
的
な
人
身
取
引
対
策

１
人
身
取
引
の
防
止

（
１
）

潜
在

的
被

害
者

の
入

国
防

止
○

出
入

国
管

理
の

強
化

○
偽

変
造

文
書

対
策

の
強

化

２
人
身
取
引
の
撲

滅
（
１
）

取
締

り
の

徹
底

○
人

身
取

引
事

犯
の

取
締

り
の

徹
底

○
偽

変
造

文
書

対
策

の
強

化
（
２
）

在
留

管
理

の
徹

底
を
通

じ
た
人

身
取

引
の
防

止
○

厳
格

な
在

留
管

理
に
よ
る
偽
装

滞
在
・
不
法

滞
在
を
伴

う
人

身
取
引

事
犯

の
防

止
○

不
法

就
労

対
策
を

通
じ
た

人
身
取
引
の
防
止
（
※
）

○
人

身
取

引
事

犯
の

取
締

り
の

徹
底

○
売

春
事

犯
等

の
取

締
り
の

徹
底

○
児
童
の

性
的
搾
取
に
対
す
る
厳
正
な

対
応

○
悪
質
な

雇
用
主
、
ブ
ロ
ー
カ
ー

等
の

取
締
り
の

徹
底
（

※
）

（
２
）

国
境

を
越

え
た
犯

罪
の

取
締

り
○

外
国

関
係

機
関

と
の

連
携

強
化

○
国
際
捜
査
共
助

の
充

実
化

○
国
際
捜
査
共
助

の
充

実
化

３
人
身
取
引
被
害
者
の
保
護

（
１
）

被
害

者
の

認
知

○
潜
在
的
被
害
者
に
対
す
る
被
害
者
保
護
施
策
の

周
知

○
取
締
り
過
程
に
お

け
る
被
害
者
の

発
見
（

※
）

（
２
）

被
害

者
保

護
の

徹
底

４
人
身
取
引
対
策
の
総
合
的
・
包
括
的
推
進
の
た
め
の
基
盤
整
備

（
１
）

国
際

的
取

組
へ

の
参

画
○

人
身
取
引
議
定

書
の

締
結

○
被

害
者

と
し
て
の

立
場

へ
の
配

慮
○

被
害

者
の

法
的

地
位

の
安

定
（
３
）

シ
ェ
ル

タ
ー
の

提
供

と
支

援
○

婦
人
相
談
所
に
お
け
る
母
国
語
に
よ
る
通
訳
サ
ー
ビ
ス

○
被
害
者
に
対
す
る
法
的
援
助
に
関
す
る
周
知
等

（
４
）

被
害

者
保

護
施

策
の

更
な
る
充

実

○
人
身
取
引
議
定

書
の

締
結

（
２
）

国
民

等
の

理
解

と
協

力
の

確
保

○
人

身
取

引
に
関

連
す
る
行

為
を
規

制
す
る
法
令

の
遵

守
の

促
進

等
○

性
的

搾
取

の
需

要
側

へ
の

啓
発

（
３
）

人
身

取
引

対
策

の
推

進
体

制
の

強
化

○
関

係
行

政
機

関
職

員
の

知
識

・
意
識

の
向
上

（
４
）

被
害

者
保

護
施

策
の

更
な
る
充

実
○

中
長
期
的
な

保
護
施
策
に
関
す
る
検
討
等

○
男
性
被
害
者
の

保
護
施
策
に
関
す
る
検
討

（
５
）

帰
国

支
援

の
推

進
○

被
害
者
の
帰
国
に
際
し
て
の
安
全
確
認
の
実
施

○
関

係
行

政
機

関
の

連
携

強
化

・
情

報
交

換
の

推
進

○
外
国
人
施
策
の

推
進
・
検
討
の

た
め

の
枠
組
み

と
の

連
携

注
：
太

字
は
、
新
規
に
講
ず
る
施
策
。
※

に
つ
い
て
は
、
現
行
計
画
に
も
盛
り
込
ま
れ
て
い
る
が
、
内
容
の
見
直
し
を
行
っ
た
も
の

。
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厚生労働省における人身取引被害者への対応

１ 婦人相談所等における保護の状況

厚生労働省雇用均等・児童家庭局（平成21年11月30日現在）

○ 保護した被害者はすべて女性で合計270人。うち264人は婦人相談所が担当。
その他の6人は児童相談所が担当（平成17年度5人・18年度1人）。

○ フィリピン人・インドネシア人・タイ人の合計で全体の87％。
○ 保護に至る相談経路の95％は警察もしくは入国管理局。
○ 18歳未満は計15人。最年少は15歳。平均年齢24.7歳。

○年度別保護実績（合計270人）
平成13年度 1人（ﾀｲ1人）
平成14年度 2人（ﾀｲ2人）
平成15年度 6人（ﾀｲ3人・ﾌｨﾘﾋﾟﾝ人3人）
平成16年度 24人（ﾀｲ15人・台湾4人・ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ3人・韓国1人・ｺﾛﾝﾋﾞｱ1人）
平成17年度 117人（ﾌｨﾘﾋﾟﾝ64人・ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ40人・台湾6人・ﾀｲ4人・中国2人・韓国1人）平成17年度 117人（ﾌｨﾘﾋ ﾝ64人 ｲﾝﾄ ﾈｼｱ40人 台湾6人 ﾀｲ4人 中国2人 韓国1人）
平成18年度 36人（ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ17人・ﾌｨﾘﾋﾟﾝ12人・ﾀｲ4人・台湾2人・韓国1人）
平成19年度 36人（ﾌｨﾘﾋﾟﾝ19人・韓国5人・ﾀｲ5人・ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ4人･ﾙｰﾏﾆｱ1人・台湾2人）
平成20年度 39人（ﾀｲ人22人･ﾌｨﾘﾋﾟﾝ11人･台湾3人･中国2人･ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭ1人）
平成21年度 9人（ﾀｲ人4人･ﾌｨﾘﾋﾟﾝ2人･中国2人・台湾1人）

○都道府県別保護実績（合計270人）
愛知県 54人 長野県 33人 千葉県 30人 東京都 **28人 栃木県 24人愛知県 54人 長野県 33人 千葉県 30人 東京都 **28人 栃木県 24人
秋田県 18人 島根県 14人 岐阜県 12人 広島県 *9人 鳥取県 9人
群馬県 9人 神奈川県 8人 大阪府 7人 福岡県 6人 茨城県 5人
兵庫県 4人 徳島県 3人 熊本県 2人
新潟県・静岡県・大分県・鹿児島県・沖縄県 各1人

*6人が島根県より移管のため合計には算入せず
**3人が群馬県より移管 1人が長野県からの保護依頼のため合計に算入せず**3人が群馬県より移管、1人が長野県からの保護依頼のため合計に算入せず

○一時保護委託実績（270人のうち91人）
平成17年4月1日～平成21年11月30日までに91人の一時保護委託を実施
内訳 婦人保護施設 *35人・母子生活支援施設32人・民間シェルター24人

児童自立援助ホーム1人
*うち1人は2回目の委託のため合計には算入せず

○平均保護日数 ３３ ０日

○ 相談や支援における適切な母語通訳の確保
○ 母国の文化を尊重した日常生活場面での支援
○ 医師の診察や医療費の補助等による健康支援

２ 被害者に対する支援

○平均保護日数 ３３．０日

○ 医師の診察や医療費の補助等による健康支援
○ 必要に応じて弁護士等による法的対応支援
○ 心理療法担当職員によるカウンセリング等の心理的ケア
※ 被害者の立場に立ち、適切に保護を行うには、警察、入国管理局、大使館
ＩＯＭ（国際移住機関）等の関係機関との緊密な連携が欠かせない。
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